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ご あ い さ つ

　皆様には、平素より山口県信用組合をお引き立ていただき、厚く
お礼申し上げます。
　本年もここに、当組合の現況をご報告したディスクロージャー誌
「経営レポート２０１７」（平成２8年版）を発刊いたしました。本冊
子は皆様方に当組合の経営方針、業務内容、業績などについて、ご
理解を深めていただくための資料として作成しており、是非ご高覧
賜りますようお願い申し上げます。
　平成 28 年度　第 66 期の事業概要につきましては、次のとおりで
ございます。

　金融機関を取り巻く環境は、日銀がマイナス金利を導入して以降、低金利競争が一層激化
したことから、平均金利の低下により利息収入が前年を若干下回る結果となりました。
　このような環境のなか、当組合は組合員の皆様の変わらぬ力強いご支援を受けながら役職
員一体となって、地域密着型金融に鋭意努力して参りました結果、概ね次のような業績とな
りました。
　預金積金の期末残高につきましては、相続預金の都市部への流出などの要因もあり、前期
比 280 百万円減少し、26,194 百万円となりました。
　一方、貸出金の期末残高につきましては、個人向け融資の増強を図るべく住宅ローンを積
極的に推進した結果、前期比 549 百万円増加しており、トータルでは前期比 1,312 百万円増
加の 19,198 百万円となりました。
　決算につきましては、年度明けの段階では黒字を計上予定でありましたが、平成 29 年 4 月
下旬に大口融資先が法的倒産したことから、貸倒引当金を 179 百万円積増し、これが要因で
当期の損失が 122 百万円となりました。
　金融機関の健全性を示す自己資本比率は、1.57 ポイント減少し 10.08％となりましたが、こ
れは国内基準（４％）を大きく上回る水準となっておりますのでご安心ください。
　平成 29 年度もさまざまな課題を抱えておりますが、こうした厳しい経営環境を克服し、地
域経済の再生や地域社会の活性化への様々な取組を実践するとともに、内部管理態勢の一層
の整備と充実をはかり、経営の合理化・効率化を推進し、体質のさらなる健全化に努めて参
ります。
　なお、6月 26 日開催の第 66 期総代会ならびに理事会におきまして、稲田　匠美　前理事
長の後任として前専務理事　内山　哲男が理事長に就任いたしました。
　これからも新体制のもと、新理事長をはじめ全役職員一丸となって、当地域に本店をおく
県内唯一の信用組合（地域金融機関）として、質の高い金融仲介機能を発揮して地域の活性
化と地域社会の発展に向けた取組みを今後も引き続きしっかりと取り組んで参ります。
　お取引先との勉強会「けんしん経営塾」を平成 28 年度より開講（年 4回開催）しておりま
すが、中小事業者の皆様方のお役に立てるよう今後も引き続き取り組んで参ります。
　最後に、今年の 6月 19 日（月曜日）に厚狭支店を建替オープンしております。
　お客様には建替期間中、何かとご不便・ご迷惑をおかけしましたが、何卒、旧倍のご支援・
ご協力を賜りますようお願い申し上げましてご挨拶といたします。

　　　平成 29 年７月

理事長　内山　哲男
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1 山口県信用組合の歩み
昭和 26 年	12 月	 山口県知事の認可を得て小野田信用組合として設立
		  本店・セメント町支店・船木支店の３店舗で営業を開始
昭和 30 年	12 月	 高千帆支店を開設
昭和 32 年	３月	 国民金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 37 年	１月	 商工組合中央金庫代理業務の取扱開始
昭和 39 年	２月	 中小企業金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 42 年	６月	 高千帆支店新築移転開店
昭和 57 年	12 月	 西宇部支店新築開設
昭和 59 年	８月	 全銀データ通信システム加盟
昭和 61 年	11 月	 新本店新築開店
		  （本店移転と同時にセメント町支店を廃止し統合）
昭和 62 年	４月	 住宅金融公庫代理業務の取扱開始
昭和 63 年	７月	 自営オンラインシステム開通（業務取扱開始）
平成元年	12 月	 本店ＡＴＭ土曜日稼働開始
平成２年	11 月	 全国キャッシュサービスに加盟
平成７年	３月	 埴生出張所・ＡＴＭ開設
平成８年	11 月	 全国信組共同センター（ＳＫＣ）に加盟
平成 12 年	４月	 厚狭信用組合と対等合併し、名称を山口県信用組合に変更。
		  店舗数は本店・高千帆支店・船木支店・西宇部支店・厚狭支店
		  の５店舗となる。
		  郵貯とのＡＴＭ提携サービス開始
平成 12 年	５月	 ウエスタまるき中川店出張所・ＡＴＭ開設
平成 12 年	10 月	 デビットカードサービス取扱開始
平成 15 年	10 月	 損害保険の窓口販売業務開始
平成 16 年	５月	 セブン銀行とのＡＴＭ利用提携開始
		  （セブンイレブンに設置されている同行ＡＴＭの利用手数料無
		  　料化に参加）
平成 17 年	１月	 船木支店新築移転開店
平成 18 年	１月	 提携金融機関とのＡＴＭ相互入金業務と
		  他行カード振込業務の取扱開始
平成 19 年	５月	 第５次ＳＫＣオンラインシステム稼働開始
平成 24 年	９月	 船木支店を廃止し、高千帆支店と統合
平成 25 年	２月	 でんさいネットの取扱開始
平成 29 年	６月	 厚狭支店新築開店

	
◇厚狭支店リニューアルオープン
　厚狭支店は平成 29 年 6 月 19 日、建て替え工事を終えてリニューアルオープン
いたしました。当支店は建築から約 50 年が経過し老朽化が進んでいました。
　オープニングセレモニーには関係者や地域の方々にお集まりいただき、当組合
の稲田匠美理事長、山陽商工会議所の田中剛男会頭、千町四区の一倉元信自治会長、
当信用組合の西川進理事とともに
テープカットを行いました。
　新しくなった店舗はバリアフリー
構造で、車いすなどでもスムーズに
出入りできる環境を整え、車いすの
まま利用できる記帳台もございます。
　2 階には、商談やセミナーなどで…
利用できる多目的ルームを設置。要
望に応じて地域にも開放し、展示会
などのイベント開催も視野に入れて
おります。
　稲田匠美理事長は「地域密着型金
融機関としてお客さまのためになる
金融仲介機能を発揮し、山陽地区に
なくてはならない金融機関として誠
意努力したい」とあいさつしました。
　神田支店長は「ご迷惑、ご不便を
おかけしましたが、新装営業すること
ができます。今後も地元に特化した
地域金融機関として、他金融機関と
の差別化を図り、スピード感を持って
対応していきたい」と申しています。

支店長名　神田　浩
職 員 数　８人
建物構造　鉄骨２階建て
敷地面積　447.21㎡
延べ床面積　335.16㎡
顧客駐車場　８台分
　　　　　　（うち身障者用１台）
ATM　１台

（平成 29 年 6 月）�開店当日

（平成 29 年 6 月）�厚狭支店

（平成 29 年 6 月）�テープカット
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2 事　業　方　針

　山口県信用組合が理想とする揺るぎない目標は、この地域の住民・中小企業経営者の皆さま方に
対し、相互に扶助し合う精神を基本原則として健全で幸せな家庭経済生活、建設的で活発な企業経
営活動等を支援し、その伸展を図ってゆくことであります。したがって当組合は皆さま方にとって
地域と共に歩む、いちばん身近な「コミュニティバンク」として、親しまれ信頼され、本当にお役
に立つことが当組合としても大きな喜びであり、貴重な宝であると考え、着実で節度のある経営姿
勢を堅持し、努力してまいります。

　山口県信用組合は、地域の皆さま方によって設立された中小企業協同組合法に基づく協同組合組
織の金融機関です。私たちは、その使命と責任を果たすために経営の健全性を確保し、以下のこと
を着実に実行してまいります。

経　営　理　念

　当組合は互いの善意と信頼によって結ばれた協同組織金融機関であることを
深く認識し、常に新しい価値を創生し、広くこれを提供することによって、組
合員の経済的・文化的地位の向上と、地域社会の繁栄に貢献します。

経　営　方　針

１�．当組合は、「お金」のない時代に、仲間同士が「お金」を持ち寄って
助け合ったルーツを大切にし、組合員の皆さまの利益をいつまでも第一
に考えます。

２�．当組合は、中小零細事業者や住民１人１人の顔がみえるキメ細やかな
取引を基本として業務に取り組みます。

３�．当組合は、付き合いの積み重ねが一番大切な信用と考え、フレンドリー
な金融機関を目指します。

４�．当組合は、地域社会の一員として、信用組合の持つ経営資源を活用し、
地域社会の生活の質や文化の向上に積極的に取り組みます。

3 組　　織

監 事 会

監 査 部

本店営業部

（本　部）

（営業店）

高千帆支店 西宇部支店 厚 狭 支 店

経営改善支援対策室

理 事 長

常 勤 役 員 会

専 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 理 事

総 代 会

理 事 会

総 務 部 業 務 部 審 査 部
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4 総代会の仕組み（役割）
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4．総代会の仕組み（役割） 

 

信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上

を図ることを目的とした協同組合組織金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意

により組合の意思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口数に

関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の経営等に参加す

ることができます。 

しかし、当組合は、組合員 6,091名（平成 29 年 3 月末現在）と多く、全組合員出席によ

る「総会」の開催が困難なため、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより「総

代会」を設置しています。 

「総代会」は、「総会」と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映され

るよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙された総代により運営され、組合員の総

意を適正に反映し、充実した審議を確保しています。また、「総代会」は、当組合の最高

意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、剰余金処分、事業計

画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行

なわれます。 

総代は、組合員の代表として、「総代会」を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望

を信用組合経営に反映させる重要な役割を担っています。 

 

          

総代会（最高意思決定機関） 

 

 

             

 

 

              

 

             総代選挙 

 

 

 

 

 

 当組合では、「総代会」に限定することなく、各本支店に＜窓口対応＞ご意見カードを備

え置きし、目安箱も設置しております。また、電話などによるお客様の意見・要望の聴取

対応として総務部お客様相談室を設けるなど、日常の営業活動を通じて、総代や組合員と

のコミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでいます。 

 

 

総  代 

出席 討議 

選出 

組    合    員 

立候補 推薦

 

山口県信用組合 

組合経営の意思決定 

出出資資・・預預金金・・融融資資ななどど  

1 
 

総代の選出方法、任期、定数   

総代は、「総代会」での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるよう、

組合員の幅広い層の中から、「定款」および「総代選挙規程」に基づき、公正な手続

きを経て選出されます。 

（１）総代の選出方法 

総代は組合員であることが前提条件であり、総代選挙規程等に則り、各地区（選

挙区）毎に自ら立候補した方もしくは地区（選挙区）内の組合員から推薦された

方の中から、その地区（選挙区）に属する組合員により、公平に選挙を行い選出

されます。なお、総代候補者（立候補者（推薦を含む））の数が当該地区におけ

る総代定数を超えない場合は、その候補者（立候補者（推薦を含む））を当選者

として投票は行っておりません。 

（２）総代の任期・定数 

総代の任期は３年、定数は、110 名を超えない範囲としており、地区別の定数

は、理事長が定める数としております。当組合は地区（選挙区）を本店地区・高

千帆支店地区・厚狭支店地区の３つの区に分け、総代の選出を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

◆選挙区別の総代定数 ◆選挙人名簿の縦覧開始  

◆選挙期日 投票時間 ◆投票場所 

候補者の届出 

●立候補 ●推薦 

総代候補者の公告 

候補者の数が 

定数以内の選挙区 
候補者の数が 

定数を超える選挙区 

当選者の公告 

無投票当選 

投 票 

当 選 

■総代選挙までの手続き 

公 告 
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2 

総代会の決議事項 

第 66 期通常総代会を、平成 29 年 6 月 26 日午後 3 時 30 分より、山陽小野田市商工センタ

ーで開催いたしました。 

 報告事項 (1) 第 66 期（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで）事業報告 

ならびに貸借対照表、損益計算書の内容報告の件 

      (2) 監事の監査報告 

決議事項 

第１号議案 剰余金処分案に関する件 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第２号議案 第 67 期（平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年3 月 31 日まで）事業計画
　　　　　　および収支予算案承認に関する件 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第４号議案 役員の選任に関する件（監事の任期満了に伴う改選）

第３号議案 定款の一部変更について

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。また、被選任者は

全員が出席しており、いずれも就任を承諾されました。 

第５

第６

号議案 退任役員に対する退職慰労金支給に関する件 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

号議案 組合員の除名に関する件 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名 

（平成 29 年 6 月 26 日現在）� 50 音順：敬称略
本店地区（48名） 高千帆支店地区（24名） 厚狭支店地区（31名）

安部　寛二 ⑥ 河田　　隆 ⑥ 福田　好孝 ⑤ 池田　清隆 ⑥ 堀　　英俊 ③ 麻野　達也 ⑥ 朝陽観光開発㈱ ⑥
石川　輝之 ⑤ 河野　信之 ⑥ 藤井　　晃 ③ 上原　　忠 ④ 御手洗幸子 ⑥ 粟屋　克登 ⑥ 豊田　弘光 ⑥
石部　常登 ⑥ 神田　　浩 ③ 藤井　一郎 ⑥ 植原　雅義 ⑥ 三藤　浩二 ① 伊藤　　實 ⑥ 名和田　勝 ⑥
磯村　軍治 ⑥ 木村　　真 ③ 藤原　　哲 ⑥ 植村　　豪 ⑥ 森本　哲夫 ③ 梅本秀一郎 ⑥ 花本　正之 ⑥
伊藤　博機 ④ 國吉　志穂 ① 益冨　秀行 ③ 岡崎　善麿 ① 横溝　浩一 ④ 大友　正信 ④ 原　　孝造 ⑤
伊藤　　学 ① 黒瀬　　武 ⑥ 松岡種十三 ⑥ ㈱スポーツショップいしべ ⑥ 横山　　誠 ② 折居美津江 ⑥ 原田　住孝 ⑥
糸永　和俊 ③ 佐々木正治 ⑤ 松下　剛一 ④ 河口都彵枝 ⑥ 笠井　英治 ⑥ 久永　俊雄 ⑥
井上　　満 ④ 杉山　文敏 ⑤ 松田　嘉文 ⑥ 川副　孝雄 ⑥ 河本　　勇 ③ 日髙　義彦 ⑥
引藤　裕之 ⑥ 高原　靖定 ⑥ 守田　　稔 ⑥ 下瀬　豊晴 ⑥ 小河　澄人 ⑥ 平中　政明 ④
氏永創三郎 ⑥ 津村　育英 ⑥ 安光　良典 ⑤ 白石　宏光 ⑥ 小松　征一 ⑥ 三浦　美充 ⑥
江原　　満 ⑥ 豊嶋　正成 ⑥ 山田　英雄 ⑥ 白川　洋士 ⑥ 佐々木雅史 ③ 水上　隆男 ⑤
大井　　宏 ⑥ 中尾　元彦 ⑥ 山本　昭男 ⑥ 新藤　　勉 ⑥ 沢田　　誠 ⑥ 山﨑　　守 ⑥
大池　忠義 ⑥ 西村　　隆 ⑥ 吉岡　秀明 ⑥ 駄阿　哲男 ⑥ 山陽プロパン㈱ ⑥ ㈲山本管業 ⑥
岡田　　巧 ④ 西山　康彦 ⑥ 吉村　酵一 ⑥ 民繁　正信 ⑥ 静間　　安 ⑥
奥　　良秀 ④ 原野　秀敏 ③ 田村　政子 ② 清水　淳史 ①
尾﨑　浩治 ⑤ 平井　秀一 ④ 長谷川惠子 ③ 清水　浩三 ⑥
小原　拓夫 ① 平川　英治 ④ 服部　康男 ⑥ 水津　昭雄 ⑤

藤村　弘隆 ⑥ 田辺　克規 ⑥

○の中の数字は、山口県信用組合になってからの総代就任回数を示しております。	

総代の属性別構成比

職業別

法人・法人代表者・法人役員 36.89%

個人事業主 15.54%

個人 47.57%

年代別

70代以上 45.63%

60 代 23.30%

50 代 18.45%

40 代以下 12.62%

業種別

製造業 1.94% 不動産業・物品賃貸業 2.91%

建設業 9.71% 学術研究、専門・技術サービス業 4.85%

運輸・郵便業 0.97% サービス業（他に分類されないもの） 6.80%

卸売業・小売業 22.33% その他 50.49%

今後の総代の選出、ならびに運営について
透明性の高い組織運営の確保やガパナンスの一層の充実を図るといった観点から、協同組織金融機関
として下記の課題について、組合員や総代の皆様方の理解を得ながら、対応が可能なものから積極的
に取り組んで参ります。

・被選挙権や選挙の広告等、選挙に関わる手続きをより明確にし、透明性の確保。
・�信用組合の事業運営に深い見識を持つ総代を選出し、且つ、組合員の多様な意見を経営に反映して
いくため、特定の組合員が過度に長期にわたって総代を務めることがないよう定年制または重任制
限の規定の検討。
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5 地　域　貢　献

１．融資を通じた地域貢献
◇貸出先数及び金額
　地域の皆さまにご利用いただいている貸出金の状況は、平成 29 年３月末現在で次のとおりです。
　住宅ローンについては、特に力を入れて積極的に取り組んでおります。

貸 出 件 数 金 額
事 業 資 金 304 先 12,314

（内　設備資金） 3,580
（内　運転資金） 8,733

住 宅 ロ ー ン 357 件 4,601
消 費 者 ロ ー ン 903 件 528

住宅ローンの推移

預貸率�
区　分 24年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度
（期末） 62.99% 68.55% 68.40% 67.55% 73.29%
（期中平残） 58.11% 63.80% 66.84% 66.69% 68.56%

◇地方自治体の制度融資の取扱状況
　当組合は、山口県や山陽小野田市、宇部市の中小企業向け制度融資の取扱窓口に指定されており、
平成 29年 3月末現在で 142 件、2,071 百万円のご利用をいただいております。
　これらの地方自治体による制度融資は、中小企業の経営の安定強化を図るために、中小零細事業者
の方が必要とされる事業資金の中で、民間金融機関では十分な融資を受けることが困難なものについ
て、県・市町村において、その量的・質的な補完を行う制度であり、県・市町村が預託する原資と当
組合の資金とを協調して、当組合からの融資として資金を供給するものです。

	
「山口県中小企業制度融資」の概要

　中小企業制度融資は、経営基盤強化資金、創業・新事業展開支援資金、小規模企業支援資金及び経
営安定支援資金および事業再生支援資金の 5種に区分し、更に、資金使途や融資対象により、19 種類
の資金メニューとしています。中小企業制度融資を利用しようとする場合は、次の要件等を全て充た
している事が必要です。

①規模の制限
　　　中小企業制度融資の対象となる中小企業の範囲は次表のとおりです。

業 種 資本の額又は出資の総額 従業員数

製 造 業 等 ３ 億 円 以 下 300 人以下

卸 売 業 １ 億 円 以 下 100 人以下

サ ー ビ ス 業 ５ 千 万 円 以 下 100 人以下

小 売 業 ５ 千 万 円 以 下 50 人以下

なお、次表の業種については、表中の資本の額等が適用されます。

業 種 資本の額又は出資の総額 従業員数

ゴ ム 製 品 製 造 業 ３ 億 円 以 下 900 人以下

ソ フ ト ウ ェ ア 業 ３ 億 円 以 下 300 人以下

情報処理サービス業 ３ 億 円 以 下 300 人以下

旅 館 業 ５ 千 万 円 以 下 200 人以下

②業種の制限
　次の業種以外の業種が対象となります。

１．農業
２．林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。）
３．漁業
４．金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。）

　※一部の業種によっては対象とならない場合があります。

③事業歴
　県内に事業所を有し、６ヵ月以上継続して事業を行っていることが必要です。
　（資金によっては要件を緩和し、新規開業等も対象としています。）

④資金使途の制限
　事業資金であることが必要です。
　ただし、転売用不動産の取得と見られるものなど、資金使途によっては対象とならない場合が
あります。

⑤その他
　事業税（個人事業税、法人事業税）の滞納がないことや、信用保証協会に求償債務がない等の
要件があります。

　山口県信用組合は地元の中小零細事業者や住民が組合員となって、お互いに助け合い、発展し
ていくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織金融機関です。
　中小零細事業者や住民一人ひとりの顔が見えるキメ細やかな取引を基本としており、常に組合
員の事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えることを活動の基
本としております。
　また地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の向上に
積極的に取り組んでおります。

平成25年3月末 平成26年3月末 平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末

4,601百万円

2,155百万円 2,593百万円
3,532百万円

4,058百万円

※預貸率＝
貸 出 金
預金積金

％

住宅ローン相談窓口

前年比
+1.87％
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山口県中小企業制度融資

平成 29 年４月１日現在

資 金 名
融 資 限 度 額

千円

融　 資　 利　 率
（ ）は責任共有制度対象外の場合

年％

保証料率

年％

融　資　期　間
（  ）は据置期間

年以内
経 営 基 盤 強 化 資 金

産 業 活 性 化 資 金

280,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）
2.0（1.8）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
15（２年）

500,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

2.0（1.8）
2.1（1.9）
2.3（2.1）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
20（２年）

※保証無は（　）の利率に 0.3% 加算

再生可能エネルギー導入資金 280,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）
2.0（1.8）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
15（２年）

※保証無は（　）の利率に 0.3% 加算

雇 用 創 出 支 援 資 金 280,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）
2.0（1.8）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
15（２年）

若 年 者 雇 用 促 進 資 金 280,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超

1.2（1.0）
1.3（1.1）

0.34 ～
　1.76

運転
設備 10（２年）

お い で ま せ 山 口
観 光 振 興 資 金

280,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）
2.0（1.8）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
15（２年）

女 性 活 躍 応 援 資 金 50,000
（運転 20,000 限度）

5年以内
5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
10（２年）

事 業 円 滑 化 資 金 200,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超 10 年以内
10 年超

2.2（2.0）
2.4（2.2）
2.5（2.3）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
15（２年）

組 合 事 業 資 金
250,000

（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超

2.0（2.0）
2.1（2.1） 0.34 ～

　1.76
運転
設備

５（６月）
10（１年）※保証無は（　）の利率に 0.3% 加算

創業・新事業展開支援資金

創業応援
資　　金

一 般 枠
（責任共有制度対象外資金） 30,000 5 年以内5年超

1.3（1.0）
1.4（1.1） 0.65 10（１年）

事業継承枠 100,000 5 年以内5年超
1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76 10（２年）

再チャレンジ枠
（責任共有制度対象外資金） 10,000 5 年以内5年超

1.5
1.6 0.65 10（１年）

ベンチャー企業成長支援資金 50,000
（運転 20,000 限度）

5年以内
5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
10（２年）

新事業展開等支援資金 100,000
（運転 50,000 限度）

5年以内
5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
10（２年）

海外ビジネス展開支援資金 10,000 1.7（1.5） 0.34 ～
　1.76 運転 ５（１年）

小 規 模 企 業 支 援 資 金

小 規 模 企 業 支 援 資 金
25,000

（セーフティーネット５号対象者
80,000）

5年以内
5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76

運転
設備 10（２年）

小規模企業支援小口資金
［責任共有制度対象外資金］ 12,500 5 年以内5年超

1.5
1.6

0.40 ～
　1.76

運転
設備

５（６月）
７（６月）

短 期 サ ポ ー ト 資 金 8,000
（不況業種 10,000、組合 48,000）

1.9（1.7） 0.34 ～
　1.76 運転   ６月　※保証無は（　）の利率に 0.3% 加算

経 営 安 定 支 援 資 金
経 営 安 定 資 金 80,000 5 年以内5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76 10（２年）

経 営 支 援 特 別 資 金 80,000 5 年以内5年超
1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76 10（２年）

経 営 力 強 化 支 援 資 金
［責任共有制度対象資金（原則）］ 280,000 5 年以内5年超

1.7（1.5）
1.8（1.6）

0.34 ～
　1.76

運転
設備

５（１年）
７（１年）

保証付き既往借入金を借り換
える場合は 10（１年）

事 業 再 生 支 援 資 金
［責任共有制度対象資金］ 280,000 所定の利率 0.65 15（１年）

	
「山陽小野田市及び宇部市の中小企業制度融資」の概要
　山陽小野田市及び宇部市の制度融資は、中小企業振興資金等下記の資金メニューを取り扱っており
ます。
　なお、これらの制度融資を利用する場合、次の要件を充たしていることが必要です。また、保証料
については市が全額補助します。
①市内に 1年以上居住し、かつ引き続き 1年以上現事業の営業経歴が有ること。
　（資金によっては要件を緩和し、新規事業等も対象）
②融資を受けようとする会社（代表者を含む）または個人が市税等を完納していること。
③�中小企業者または小規模企業者（従業員 20 人以下、但し商業・サービス業の場合は 5人以下）で
あること。

山陽小野田市中小企業制度融資 平成 29 年４月１日現在

資 金 名
融資限度額
千 円

融資利率
年 ％

保証料率
年 ％

融資期間（年以内）
（　）内は据置期間

中 小 企 業 振 興 資 金 10,000 1.9 0.45 ～ 1.90 運転
設備

７（３月）
７（６月）

独 立 開 業 資 金 5,000 1.9 0.45 ～ 1.90 運転
設備

７（３月）
７（３月）

連鎖倒産防止対策資金 2,500 1.7 0.45 ～ 1.90 運転
のみ ５（３月）

中小企業大型店対策資金 運転
設備

10,000
30,000 1.9 0.45 ～ 1.90 運転

設備
５（３月）
15（６月）

工 場 設 置 資 金 50,000 2.2 － 10（２年）

宇部市中小企業制度融資 平成 29 年４月１日現在

資 金 名
融資限度額
千 円

融資利率
年 ％

保証料率
年 ％

融資期間（年以内）
（　）内は据置期間

小 企 業 特 別 資 金

（普通資金）12,500 1.8

信用保証協会
所定の率

長期運転 ６（６月）
（開業資金）10,000
（無担保無保証人資金）

1.8 設 備 10（１月）

12,500 1.8 短期運転 １

中小企業経営近代化資金 20,000 1.8 設 備 10（１月）

中小企業事業所移転資金 30,000 1.8 設 備 12（１月）

２．取引先への支援状況等
　地域の中小零細事業者の繁栄をお手伝いするために、平成 17 年 4 月
から信用評価の低い中小零細事業者のうち、潜在能力と事業継続の可
能性が有る事業者への円滑な資金供給を行うことを目的とした「けん
しんビジネスローン」を取り扱っており、平成 29 年 3 月末現在で 69 件、
319 百万円のご利用をいただいております。

　本ローンは山口県信用保証協会との提携商品で、資金使途は運転資
金とし、融資限度は 1千万円まで融資期間は 5年以内としております。

　なお、商工会議所から所定の推薦を受けた事業者については別途、
商工会議所推薦枠 1千万円の特例も利用できます。

「ビジネスローン」
の取扱状況
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３．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組状況

　①　中小企業の経営支援に関する取組方針
　中小企業金融円滑化法は、平成 25 年 3 月 31 日に終了しましたが、当組合では、同法の施行以前
からお客様からの貸出条件の変更等の相談にはお客様の実態に即して、積極的かつ柔軟に対応し、
中小零細事業者に対するコンサルティング機能の発揮に全力で取組み、地域経済の活性化に努めて
きたところであります。
　同法の終了後においても、当組合のお客様への取組方針は従来と変わることなく、中小零細事業
者や住民一人一人の顔が見えるキメ細やかな取引を基本に、次のとおり取り組んでまいります。
○�　お客様からの新規融資や貸出条件の変更等に関するお申込み・ご相談に対しては、お客様が
抱えている問題・課題を十分把握した上で、真摯に対応いたします。

○�　他の金融機関からの借入をされているお客様から貸付条件の変更等について、お申込・ご相
談があった場合には、お客様のご要望に基づき、該当する他の金融機関、政府関係金融機関、
信用保証協会、中小企業再生支援協議会等の関係機関との緊密な連携関係に努めてまいります。

○�　貸付条件の変更等をされたお客様の進捗状況や貸付条件変更後に、経営改善努力を行われて
いるお客様に対して、継続的なモニタリングや経営相談・経営指導及び経営改善支援に努めて
まいります。

　②　中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　当組合は、お客様のご要望により、外部専門家である認定経営革新等支援機関の税理士法人や提
携先である中小企業診断士を通じて、経営相談や計画策定支援を行っております。

　③　中小企業の経営支援に関する取組状況
a．�創業・新規事業開拓の支援
b．成長段階における支援
c．�経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　今後も認定経営革新等支援機関、税理士法人等と連携し、経
営改善に向けての取り組みを行っていきます。事業再生支援取
組先は 15 先です。

　④　地域活性化に関する取組状況
　地域活性化の取組みとして、地元商工会議所・地元市町村・山口県信用保証協会との連携を強化
するとともに、当組合の特質を活かし、各種制度融資の資金活用を図りながら、地域再生の推進に
取り組んでおります。
　また、中小企業診断士、認定経営革新等支援機関と連携し、地域の中小零細企業者の経営相談・

	
育成・支援に取組み、地域と一体となった地域経済の活性化に努めております。
なお、平成 28 年度の中小零細事業者及び住宅ローンご利用の皆様からの貸付条件の変更等に関する実
績は次のとおりです。

期　　　　間 件数 金　　額
平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 150 件 2,486 百万円

　ご返済等に関するご相談窓口

お問い合わせ場所 本店及び各支店（全営業店舗） 本部・経営改善支援対策室

受 付 日 当組合の営業日 当組合の営業日

受 付 時 間 午前９時～午後３時 午前９時～午後３時

受 付 方 法 最寄りの当組合
営業店へご来店ください

電話にて受付
0836-84-3300

４．情報提供活動
・情報誌「ボン・ビバーン」（２か月に一回発刊されます）
コンセプト
信用組合の理念である「相互扶助」を踏まえ、「出会い、ふれあい、助け合い」を通じて、人と人、
人と地域の絆を育む情報誌です。
誌名の由来は、フランス語で「ボン =楽しい」、「ビバーン =いきいきとした」を意味しています。
店頭に備置き、また渉外担当者とお客様との話題提供ツールに活用しています。

・新たなスローガン決定

　　

・FMサンサンきららのラジオコマーシャル放送開始
私どもの思いと新たなスローガンを発信しております。
是非聴いてみてください。

放送局周波数	 ８９．７MHz
放送時間	 通常一日 4回（目安で日によって異なります。）

（平成 29 年 1 月）
中小企業再生支援全国本部による勉
強会
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５．〈窓口応対〉ご意見カードの備付け
　当組合では、お客様からのご要望等にお応えするため、「ご意見カード」を作成し、「投書箱」を窓
口に設置しております。信用組合業務に関してお困りの事や当組合へのご意見、ご要望がございまし
たら、ご遠慮なくお申し付けください

お客様各位　　　　〈窓口応対〉ご意見カードのお願いについて
　組合では、苦情・相談業務を充実させるために、〈窓口応対〉ご意見カードを作成いたし
ました。
　お手元にございますカードに、当店の窓口応対に対する素直なご意見・ご感想等、お寄せ
いただきたくお願い申し上げます。
　また内容確認等のため、出来るだけお名前・ご住所をお書き添えくださいますよう併せて
お願い申し上げます。
　なお、これに伴い、当組合の苦情・相談業務を、本部総務部でお受けすることも始めまし
たので、何かございましたらお気軽にお電話いただければと考えております。
　今後ともお客様との出会い・ふれあいを大切にしていき、より良いサービスに努めてまい
る所存でございます。
　何卒、ご協力のほど宜しくお願い申し上げます。

当組合の苦情・相談窓口　本部　総務部（本店二階）
TEL　０８３６－８４－３３００

（担当者：引藤、原野）

	
６．社会・文化貢献活動
　当組合は地元のための金融機関として、「地域社会の発展に貢献する」ことを経営理念に、地域行事
への参加等、地域に密着した社会活動を展開しております。

◇地元のイベントや祭りへの参加

◇寄付活動
○�当組合は、㈱オリエントコーポレーションとの提
携により、社会貢献機能を有するクレジットカー
ド「しんくみピーターパンカード」の取扱いを行っ
ています。
　このカードはピーターパンがデザインされた
カードで、お客様の買い物などのカード利用代金
の 0.5％を当組合が選定した子供たちの健全育成や
難病の子供たちを支援する施設や団体に寄付して
おります。平成 28 年度も児童養護施設「小野田陽
光園」に寄付しました。

（平成 28 年 9 月）�しんくみの日週間　寄付（小野田
陽光園）

（平成 28 年 7 月）	 小野田駅前七夕フェスティバル （平成 28 年 9 月）�しんくみの日週間 献血　地域貢献活動
として献血運動（職員 9名参加）
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6 地域密着型金融の取組状況（28年４月～29年３月）	
　当組合は協同組合組織金融機関として地域密着型金融を恒久的な枠組みにより、組合員皆様の事業振興
と地域活性化等を目指して、以下の枠組みを推進してまいりました。

　【経営支援　事例】
１．項　　目 中小企業の経営支援

２．支援ステージ 経営改善・事業再生

３．タイトル 過当競争による利益率悪化からの脱却

４．動機（経緯）

公共事業減少など景気停滞時において、利益確保の仕組みができてい
ない中で、借入金に頼った設備投資や安易な借入による借入負担の増
加で、財務内容が悪化した。このような背景があり資金繰りが逼迫す
る状況下、経営者の事業意欲・経営改善意欲が高く、当組合も経営改
善が見込めるとの判断から取組みに至った。

５．取組み内容
○受注現場の情報収集
○実行予算書の管理運用
○取引先との交渉を行い原価削減

○徹底した経費の見直し
○人材育成
○定期的なモニタリングの実施

６．外部専門家 中小企業診断士

７．外部機関との連絡先 中小企業再生支援協議会

８．成果（効果）

【相手方にとっての成果】
実行予算書の作成・検証を徹底することにより、工程管理・予算内消
化など原価意識の向上となった。また、これらの取組みにより人材育
成も徐々に進み、経営改善に繋がっている。

【当組合にとっての成果】
急激な改善は望めないが、代表者の経営改善意識が従業員にも伝わり、
会社全体での改善意識の向上が見られ、着実な改善（債務者区分）が
期待できる

９．

29年 3月までの
取組み状況に対
する評価及び今
後の課題

【評価】
計画に基づき実施することで、債務者と取組み内容の共有が図られて
いる。

【今後の課題】
業況の変化などに対して、早期の対応が行えるようにモニタリングの
継続を通して債務者とより一層の情報ならびに意識の共有を図る。

（平成 29 年 5 月）けんしん経営塾勉強会
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　取組み実績
　経営改善支援等の取組み

期初債務者数Ａ 経営改善支
援取組み率

α／Ａ

ランクアップ率

β／α

再生計画策定率

δ／α

うち経営改善支援取組み先α

αのうち期
末に債務者
区分がラン
クアップし
た先数

β

αのうち期
末に債務者
区分が変化
しなかった
先数

γ

αのうち再
生計画を策
定した先数

δ

81 15 0 14 15 18.5% 0.0% 100.0%

（注）１．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
２．期初債務者数は、平成 28 年 4 月当初の債務者数です。
３．�債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む）であり、個人ローン、
住宅ローンのみの先は含んでおりません。

４．�「αのうち期末に債務者区分がランクアップした先数β」は、当期末の債務者区分が期末よ
りランクアップした先です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには
含みますが、βには含んでおりません。

５．�「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先数γ」は、期末の債務者区分が期初と変化
しなかった先です。

６．�「αのうち再生計画を策定した先数δ」は、αのうち、中小企業再生支援協議会の再生計画
策定先、当組合独自の再生計画策定先の合計先数です。

７．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

7 リスク管理体制、法令等遵守体制	

◆リスク管理体制
　金融機関が取扱う商品の範囲拡大や情報通信技術の発達に伴い、信用リスクや市場リスク・事務リ
スクなど金融機関が直面しているリスクは複雑化また多様化しております。これら業務に内在する各
種リスクについて一元的に管理し、総体的に捉えて当組合の業務の健全性を確保するために、統合的
なリスク管理体制の充実に努めております。

◦信用リスク管理
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少または消滅し、金融機
関が損失を被るリスクのことです。
　当組合では、堅実な貸出業務を推進するため、自己査定を厳正に実施し、その査定結果等を考慮し
た貸出審査業務を行っています。
　また各種商品や財務分析等の研修を行い、職員の審査能力の一層の向上を図っております。

◦市場リスク管理
　市場リスクとは、資産の健全性と収益性の向上のため、特に金利変動に伴う「金利リスク」、株式
や債券等の価格変動がもたらす「価格変動リスク」に重点を置き、安定した収益の確保に努めており
ます。
　また経営の健全性を向上させることを目的としたALM（資産・負債の総合管理）システムを導入
しております。

◦流動性リスク管理
　流動性リスク管理とは、資金繰りに支障をきたす場合や、有価証券を売却する場合に通常の価格で
取り引きが出来ない場合等に金融機関が被るリスクのことです。
　当組合では、資産・負債のバランスに絶えず留意し、支払準備資産の適正な管理に努めるなど、支
払準備資金の確保を図っております。

◦事務リスク管理
　事務リスクとは事務上のミスや不正により損失を被るリスクのことです。
　当組合では、監査部による臨店検査、及び各営業店の店内検査を毎月実施することを義務付けるな
ど事務処理状況の検査・指導を行い、事務能力の向上に努めるなど、事故防止に万全を期しております。

◦システムリスク管理
　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等によるシステムの不備等や、
コンピュータの不正使用により金融機関が損失を被るリスクのことです。
 当組合では、平成 8年からＳＫＣ（全信組共同オンライン）に加盟しておりますが、安全な運営が
出来る体制の確保や、障害が発生した場合のバックアップの確保等の早期復旧が図れるように体制の
整備に努めております。

　金融システム改革の進展と共に、金融機関の業務は一段と多様化、複雑化する一方で、経営上
のリスクも急速に増加しております。
　今や、金融機関は、従来にも増して自己責任原則に基づく経営の実践が求められ、リスク管理
体制の強化、法令等遵守（コンプライアンス）体制の整備・確立が最重要課題のひとつとなって
おります。
　こうした状況を踏まえ、当組合は、経営の健全性を確保しつつ、お客様の多様な金融ニーズに
応えるため、経営体制の強化に努めております。
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◆法令等遵守体制
　金融機関の社会的責任・公共性から、法令等遵守は当然のことながら経営の最重要課題として位置
付け、コンプライアンスのあり方を示した「山口県信用組合行動綱領」、また業務の中で遵守すべき
法令・ルールを記載した「コンプライアンス・マニュアル」を制定しました。このマニュアルを全役
職員に配布し、研修や職場単位で実施する勉強会などで活用してコンプライアンスの周知徹底を図り、
全員がルールを守ることを基本とする企業風土の確立に努めてまいります。

行動綱領

1.（信用組合の公共的使命）
　当組合は、信用組合の持つ公共的使命の重みを常に自覚し、健全な業務運営の遂行を
通して揺るぎない信頼の確立を図ります。
2.（キメ細かい金融サービスの提供）
　当組合は、地域経済活動を支える金融機関としての機能はもとより、創意と工夫を活
かし、お客様のニーズに応えるとともに、セキュリティ・レベルにも十分配慮したきめ
細かい金融サービスの提供を通じて、地域社会・地域経済の発展に貢献します。
3.（法令やルールの厳格な遵守）
　当組合は、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、
誠実かつ公正な組織運営を行います。
4.（地域社会とコミュニケーション）
　当組合は、経営等の情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、幅広く地域社会と
のコミュニケーションの充実を図ります。
5.（職員の人権の尊重等）
　当組合は、職員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保します。
6.（環境問題への取組み）
　当組合は、資源の効率的な利用や、廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄
与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取組みます。
7.（社会貢献活動への取組み）
　当組合は、信用組合が地域社会の中においてこそ存続・発展しうる存在であることを
自覚し、地域社会と共に歩む「良き市民」として、積極的に社会への貢献活動に取組み
ます。
８．（反社会的勢力との関係遮断）
　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除
し、関係遮断を徹底する。

	

　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関
係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

　また、金融自由化により、各種の金融商品が販売されるにつれて、販売や勧誘をめぐるトラブルが増え
ていることから、「金融商品の販売等に関する法律」が平成 13 年 4 月から施行されました。この法律は、
金融サービスにおける利用者（お客様）の保護を充実し、公正かつ円滑な金融取引が行える環境を整備す
ることを目的として制定されたものです。当組合は次の「勧誘方針」を定め、適切な勧誘に努めてまいり
ます。

反社会的勢力に対する基本方針

１．組織としての対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組
織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。
２．外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進
センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。
３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、
反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不
当な要求には応じません。
４．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗
措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための
資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。
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　当組合は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項
を遵守し、勧誘の適正な確保を図ることとします。

　当組合は、経営者保証の課題に適切に対応するため、経営者保証に関するガイドライン研究会（事務局：
全国銀行協会及び日本商工会議所）が公表（平成 25 年 12 月 5 日）した「経営者保証に関するガイドライ
ン」（以下、「ガイドライン」という。）を自発的に尊重し、遵守します。
　今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則した保証債
務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応し、お客さまとの継続的かつ良
好な信頼関係の構築・強化に努めてまいります。

【「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況】

平成 27年度 平成 28 年度

新規に無保証で融資した件数 0 件 4 件
新規融資に占める経営者保証に�
依存しない融資の割合

0 ％ 0.74 ％

保証契約を解除した件数 15 件 13 件
経営者保証に関するガイドラインに�
基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

0 件 0 件

「金融商品に係る勧誘方針」

１�．当組合は、お客様の資産運用目的、知識、経験および財産の状況に照らして、適
正な情報の提供と商品の説明を行います。

２�．当組合は、商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきま
す。その際、当組合は、お客様に適正な判断をしていただくために、当該商品の重
要事項について説明いたします。

３�．当組合は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明をしたり、
誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。

４�．当組合は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。

「経営者保証への対応方針」

8 個人情報保護法について	

◆個人情報保護に係る業務内容ならびに利用目的
　【業務内容】
○	 預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
○	� 投信販売業務、保険販売業務、証券仲介業務、社債業務等、法律により信用組合が営むことがで
きる業務およびこれらに付随する業務

○	� その他信用組合が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱いが認められる
業務を含む）

　【利用目的】
○	� 各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
○	� 「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づくご本人様の確認等や、金融商品やサービス
をご利用いただく資格等の確認のため

○	 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
○	 融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
○	 適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
○	� 与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂行に
必要な範囲で第三者に提供するため

○	� 他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託さ
れた当該業務を適切に遂行するため

○	 お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
○	� 市場調査ならびに、データ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発の
ため

○	 ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
○	 提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
○	 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
○	� お客様の安全及び財産を守るため、または防犯上の必要から、防犯カメラの映像を利用すること
○	 その他、お客様とのお取引を適切且つ円滑に履行するため

　【機微情報にかかわる利用目的】
　要配慮個人情報を含む「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」に定める機微情
報については、法令等で認められている場合を除き、取得、利用又は第 3者提供をいたしません。…
又、機微情報は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則に基づき利用目的が限定されており
ますので、同規則が定める利用目的以外では利用いたしません。

　【個人信用情報にかかわる利用目的】
　個人信用情報機関から提供を受けた個人信用情報は、協同組合による金融事業に関する法律施行規
則等に基づき限定されている目的以外では利用いたしません。

個人情報保護法の全面施行に伴い、お客様の個人情報を厳格に管理し取扱うよう義務付けられま
した。当組合では、個人情報の利用目的を店頭に掲示し公表するとともに、個人情報保護宣言に
基づき個人情報の適切な利用と厳正な管理に努めてまいります。
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◆個人情報保護宣言

１．個人情報の利用目的
　当組合は、法令等に基づき、お客さまの個人情報等を、別紙の業務内容ならびに利用目的の達成に必
要な範囲で利用し、それ以外の目的では、法等で認められる場合のほか、利用いたしません。
　また、個人番号については、法令等で認められている利用目的以外では利用いたしません。
　なお、個人情報の利用目的を変更した場合は直ちに公表いたします。

２．個人情報の適正な取得について
　当組合では、上記１．で特定した利用目的の達成に必要な範囲で、適法かつ適正な手段により、例えば、
以下のような情報源から、お客様の個人情報等を取得いたします。なお、法第２条第３項に定める要配
慮個人情報を含む「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」に定める機微情報は、法令
等で認められている場合以外は、取得いたしません。
⑴預金口座のご新規申込の際にお客様にご記入・ご提出いただく書類等により、直接提供していただ
いた情報
⑵各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供された情報
⑶商品やサービスの提供を通じて、お客様からお聞きした情報

３．個人データの第三者提供
　当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で当組合が別紙に表示する第三者へ個人データを提供してお
ります。これ以外には、法令等で認められている場合を除き、お客様の同意なしにお客様の個人データ
を第三者へ提供いたしません。但し、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、法令等で認
められていない限り、お客様の同意があっても、これを第三者に提供いたしません。

４．個人データの委託
　当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で、例えば、以下のような場合に、個人データおよび個人番
号に関する取扱いを外部に委託することがあります。その場合には、適正な取扱いを確保するための契
約締結、実施状況の点検などを行います。
⑴お客様にお送りするための書面の印刷または発送に関わる業務を外部に委託する場合
⑵情報システムの運用・保守に関わる業務を外部に委託する場合

５．個人データの共同利用
　当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で個人データを当組合が別紙に表示する特定の者と共同利用
しております。但し、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、共同利用をいたしません。

６．個人情報等の安全管理措置に関する方針
　当組合では、取り扱う個人情報等の漏えい ･滅失等の防止その他の個人情報等の安全管理のため、組
織的安全管理措置、人的安全管理措置、技術的安全管理措置を講じ、適正に管理します。
　また、役職員には必要な教育と監督を、業務委託先に対しては、個人情報等の安全管理が図られるよ
う必要かつ適切な監督に努めます。

７．お客様からの開示、訂正、利用停止等のご請求
⑴開示のご請求
　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの開示のご依頼があった場合には、原則
として開示いたします。
⑵訂正等のご請求
　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの訂正等（訂正・追加・削除）のご依頼
があった場合には、原則として訂正等いたします。

　当組合では、個人情報保護および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の重要性に鑑み、
個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）（以下「法」という。）、行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25年 5月 31日法律第 27号）、
特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン等の関係法令等（以下「法令等」といいます。）
を遵守して以下の考え方に基づきお客様の個人情報等を厳格に管理し、適正に取り扱うとともに、
その正確性・機密保持に努めます。
　また、本保護宣言につきましては、その内容を適宜見直し、改善してまいります。
　当組合は、本保護宣言を当組合のインターネット上のホームページに掲載し、または、各店舗
の窓口等に掲示し、もしくは備え付けることにより公表します。

	
⑶利用停止等のご請求
　お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの利用停止等（利用停止・消去）のご依
頼があった場合（法令等に基づく正当な理由による。）には、原則として利用停止等いたします。
⑷ダイレクトメール等の中止
　当組合は、当組合からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付やお電話等
での勧誘のダイレクト・マーケティングで、個人情報を利用することについて、これを中止するよ
うお客様よりお申し出があった場合は、遅滞なく当該目的での個人情報の利用を中止いたします。

　なお、（１）、（２）、（３）のご請求に当たっては、個人データの重要性に鑑み、ご請求者（代理人を含む）
の本人確認をさせていただきます。ご請求手続の詳細およびご請求用紙が必要な場合は当組合本支店窓
口までお申出ください。

８．ご質問・相談・苦情窓口
　当組合では、お客様からのご質問等に適切に取組んで参りますので、個人情報等の取扱い等に関する
ご質問等につきましては、以下の窓口にお申出ください。

以上

別　紙
［個人情報保護に係る個人データの第三者提供先］

　　

【個人データを提供する第三者】　
全国信用協同組合連合会 独立行政法人　住宅金融支援機構 株式会社　商工組合中央金庫

株式会社　日本政策金融公庫 独立行政法人　中小企業基盤整備機構 山口県信用保証協会
三菱ＵＦＪニコス　株式会社 株式会社　オリエントコーポレーション 株式会社　クレディセゾン

山陰信販　株式会社 全国しんくみ保証　株式会社 全国保証　株式会社
富国生命保険　相互会社 損害保険ジャパン日本興亜　株式会社 共栄火災海上保険　株式会社

アビリオ債権回収　株式会社 中総信債権回収　株式会社 オリックス債権回収　株式会社
小野田商工会議所 山陽商工会議所 宇部商工会議所
山陽小野田市 宇部市 中国ブロックしんくみ経営者協議会

◎利用目的
消費者ローン・住宅ローン・利子補給ローン等各種ローンの保証業務及び完済報告、与信事業にかかる
代理貸付業務提携、与信事業にかかる当組合付保の保険提携、損害保険の窓販業務、債権譲渡にかかる
業務、しんくみ経営者年金制度加入業務

◎提供情報の内容
氏名・住所・生年月日・電話番号・申込金額・返済期間・年収・勤務先・業種（職業）・家族状況・預金
及び借入状況・性別・事業所名

◎提供手段
ローン申込書と同時に作成される保証申込書類、電磁媒体または書面による債務残高等の定期的な提供、
保険代理業務の見積・提案書

以　上

［個人データの第三者共同利用先］
　当組合では、お客様の個人情報について、特定の者と個人データの共同利用はいたしておりません。

以　上

総務部
　　Tel　０８３６- ８４- ３３００　　　Fax　０８３６- ８３- ７１００

当組合は、お客様の個人データについて、以下の第三者へ個人データを提供しております。
なお、お客様の個人データについて第三者提供の停止をご希望の場合は、当組合本支店窓口にご
連絡ください。
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別　紙

個人情報保護に係る業務内容ならびに利用目的

【業務内容】
〇　預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
〇　投信販売業務、保険販売業務、証券仲介業務、信託業務、社債業務等、法律により信用組合が営む
ことができる業務およびこれらに付随する業務
〇　その他信用組合が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱いが認められる業
務を含む）

【利用目的（個人番号を含む場合を除く）】
〇　各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
〇　犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご
利用いただく資格等の確認のため
〇　預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
〇　融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
〇　適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
〇　与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂行に必
要な範囲で第三者に提供するため
〇　他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託され
た当該業務を適切に遂行するため
〇　お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
〇　市場調査ならびに、データ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発のため
〇　ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
〇　提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
〇　各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
〇　組合員資格の確認および管理のため
〇　その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため

【個人番号の利用目的】
⑴お客様等（当組合の個人のお客様及び組合員をいう。以下同じ）に係る事務
①　出資配当金の支払に関する法定調書作成・提供事務
②　金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務
③　金融商品取引に関する法定調書作成・提供事務
④　非課税貯蓄制度等の適用に関する事務
⑤　預金保険法に基づく名寄せ・税務調査（犯則調査および滞納処分のための調査を含む。）・社会保
障における資力調査等に関する事務
⑥　預貯金口座付番に関する事務
⑵お客様等及び役職員等以外の個人に係る事務
①　報酬・料金等の支払調書作成事務
②　不動産の使用料等の支払調書作成事務
③　不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務
⑶役職員等（当組合の役職員並びにその配偶者及び扶養家族をいう。以下同じ）に係る事務
①　給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務
②　健康保険・厚生年金保険届出事務
③　雇用保険届出事務
④　労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務
⑤　国民年金の第 3号被保険者の届出事務

以　上
（平成 29 年 5 月　改）

	
◆顧客保護等管理方針

１．お客さま保護のための基本方針
　当組合は、法令、諸規則、諸規程（以下「法令等」といいます。）を遵守して誠実かつ公正に事業を遂
行し、当組合の商品・サービス（以下「商品等」といいます。）を利用し又は利用しようとされる方（以
下「お客さま」といいます。）の正当な利益の確保及びその利便性の向上を図り、もってお客さまからの
信頼を確保するために継続的に取り組みます。

２．お客様への説明について
　当組合は、法令等を遵守して、お客さまへの説明を要するすべての商品等について、お客さまの取引
目的、ご理解、ご経験、ご資産の状況等に応じた適切かつ十分な商品説明と情報提供を行います。

３．お客様からのご相談・苦情等の対処について
　当組合は、お客さまからのご相談、苦情等について、迅速かつ誠実に対応し、お客さまの正当な利益
を公正に確保して、もって当組合の事業についてお客さまのご理解が得られるように努めます。

４．お客様の情報管理について
⑴当組合は、お客さまの情報について、これを適法かつ適切な手段で取得し、正当な理由なく、当組合
がお客さまにお示しした利用目的の範囲を超えた取扱いや外部への情報提供を行いません。
⑵当組合は、お客さまの情報の正確性の維持に努めるとともに、お客さまの情報への不正なアクセスや
情報の流出等の防止のため、適切かつ十分な安全保護措置を講じます。

５．経営者保証に依存しない一層の促進について
　当組合は、経営者保証に関するガイドライン研究会（平成２５年１２月５日公表）が公表した「経営
者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）を自発的に尊重し、遵守します。
　今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則した保証
債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき誠実に対応し、お客さまとの継続的かつ
良好な信頼関係の構築・強化に努めます。

６．当組合の業務を外部委託する場合におけるお客様情報の取扱いやお客様への対応について
　当組合がその業務を第三者に外部委託する場合においても、お客さまの情報及びお客さまへの対応が
適切に行われるように外部委託先を管理します。
　なお、お客さまからのご相談・苦情等については、当組合の各営業店のほか、次のお問い合わせ窓口
までお申し出下さい。

〔お問い合わせ窓口〕　山口県信用組合　総務部
　　Tel　０８３６- ８４- ３３００　　　Fax　０８３６- ８３- ７１００
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9 キャッシュコーナーでの犯罪防止の取組み

◆暗証番号の変更は、当組合のATMで簡単に変更できます。
　ATMで暗証番号の変更が随時に何回でも変更できます。「生年月日」、「電話番号」、「車のナンバー」、
「自宅の番地」等の他人に推測されやすい暗証番号をお使いの場合には、速やかに変更されることを
お勧めします。

◆当組合のATMには「覗き見防止フィルター」と�
　「後方確認ミラー」を取り付けています。
　ATMの操作画面に「覗き見防止フィルター」を貼っており、操作内容が覗き見されないよう、
ATMをガードしています。あわせて後方確認ミラーを取り付け、お客様の安全に取組んでいます。

◆1日の利用限度額の設定が行えます。
　平成 29 年 6 月 25 日より、払出限度額ならびに振込限度額をそれぞれ一律 50 万円に引き下げさせ
ていただきました。これは、振り込め詐欺などの特殊詐欺に係る被害額を少額にとどめることを主た
る目的としております。なお、この限度額上限につきましては、お客様の口座ごとに1 日の払出限度額・
振込限度額をそれぞれ上限 200 万円で増減変更可能としております。詳しくは営業店窓口へお問い…
合わせください。

◆偽造・盗難キャッシュカード被害への補償について。

　当組合が定める規定に従い、被害に遭われたお客様に対して補償を行う制度を導入しております。
詳しい内容は営業店窓口へお問い合わせください。

◆ATMコーナーへの盗撮用カメラに対する対応について。
　当組合では、ATMコーナーに盗撮用カメラが取り付けられていないか、1週間に 1回点検し、お
客様の安全に配慮しています。

【キャッシュカード紛失・盗難時の緊急連絡先】

受付曜日 受付時間 連絡先電話番号 連絡先名称

平 日

9：00 ～ 18：00

（各お取引先店電話番号）
0836-83-2563
0836-83-2413
0836-41-0888
0836-73-0010

（お取引店名）
本店営業部
高千帆支店
西宇部支店
厚　狭　支　店

上記以外の時間帯 047-498-0151 信組ＡＴＭセンター
（自動機集中監視センター）

土 曜
日 曜
祝 日

0：00 ～ 24：00 047-498-0151 信組ＡＴＭセンター
（自動機集中監視センター）

当組合では、お客様の大切なご預金をお守りするため、積極的にセキュリティーの強化に取り組
んでいます。

� 苦情処理措置・紛争解決措置について

◆苦情処理措置

　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お取引のある営業店または下記の窓口を
ご利用ください。

〔窓口：総務部お客様相談室〕電話番号 0836 ‐ 84 ‐ 3300
受　付　日：月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および組合の休業日は除きます。）
受付時間：午前 9時～午後 5時

　なお、苦情対応の手続きについては、別途リーフレットを用意しておりますので営業店へお申し付
け下さい。

◆紛争解決措置
広島弁護士会	 仲裁センター	 （電話：082-225-1600）※事前に当組合相談室にご相談下さい。
東京弁護士会	 紛争解決センター	（電話：03-3581-0031）
第一東京弁護士会	 仲裁センター	 （電話：03-3595-8588）
第二東京弁護士会	 仲裁センター	 （電話：03-3581-2249）

で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上記の総務部お客様相談室
または下記窓口までお申し出下さい。

　また、お客様から各弁護士会に直接お申出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁セ
ンター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。

受　付　日：月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除きます。）
受付時間：午前 9時～午後 5時
電　　話：03-3567-2456
住　　所：〒 104-0031	 東京都中央区京橋１- ９- １（全国信用組合会館内）

〔窓口：㈳全国信用組合中央協会　しんくみ相談所〕

　金融分野におけるトラブルの早期解決を図る制度として金融ADR制度（裁判外紛争解決制度）
が導入され、平成 22年 10月から指定信用事業等紛争解決機関との協定の締結が義務付けられ
ました。
　当組合では、このことを踏まえて苦情処理措置および紛争解決措置を設け、金融トラブルに対
し、迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めています。
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� 新しい自己資本比率規制
◆新しい自己資本比率について
　自己資本比率とは、金融機関の体力を示す指標であり、この比率が高いほど財務内容が健全で経営
の安定度も高いといえます。自己資本比率の算定方法は、平成19年 3月末から新BIS規制（バーゼルⅡ）
が適用されたことに伴い、リスク計測の精緻化と信用リスク、市場リスクに加えてオペレーショナル・
リスクが追加されました。25 年度より新告示に基づきバーゼルⅢが適用され、自己資本の構成に関す
る事項において開示方法が変更されました。

◆自己資本の充実の状況について

　⑴自己資本調達手段の概要
　バーゼルⅢより、自己資本は「コア資本に係る基礎項目の額」から「コア資本に係る調整項目の額」
を引いた金額となります。基礎項目とは、地域のお客様からお預かりしている出資金、期限付劣後ロー
ン等が該当します。調整項目とは、損失吸収力に乏しいと判断される資産で無形固定資産、繰延税金
資産等が該当します。なお平成 28 年度の調整項目残高は４百万円です。

　⑵自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　地域の皆様からの普通出資金と利益金の内部留保により自己資本の充実を図っております。平成 29
年 3 月末の自己資本額は 1,919 百万円であり、自己資本比率は国内基準の 4％を上回る 10.08％となって
います。今後も、事業計画に基づいた業務を推進し適切な利益を計上することにより資本の増加を図っ
てまいります。

　⑶信用リスク管理に関する項目
①リスク管理の方針および手続きの概要
　信用リスクとは、取引先の経営悪化等により、貸出金等の元金や利息の回収ができなくなり、金
融機関が損失を被るリスクです。
　当組合は、融資時の審査において融資先の経営状態を把握、返済財源の確保、並びに資金使途の
確認などを確実に行うとともに、特定業種に偏ることのないよう徹底することにより信用リスクの
回避に努め、また融資実行後においても融資先の定期的フォローアップを実施しています。これら
のことは、「貸出事務取扱規程」・「信用リスク管理規程」等に定めて、役職員への理解と遵守を促し、
信用リスク管理のための態勢を構築しています。
　また、個別案件ごとの審査とは別に、自己責任原則のもと適正な資産の自己査定を実施しており
ます。具体的には、一次査定を営業店、二次査定を審査部及び業務部、さらに当該部署から独立し
た監査部において最終査定を実施し、査定内容に厳正なチェックを行ったうえで、査定結果に基づ
く適正な貸倒引当金の計上を行い、健全性の確保に努めております。

②リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、下記の格付機関を利用しております。
なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関を使い分けることは行っておりません。
・日本格付研究所（JCR）
・格付投資情報センター（R＆ I）
・スタンダード＆プアーズ社（S＆ P）
・ムーディーズ・ジャパン社（Moody`s Japan）

	
　⑷信用リスクの削減手法に関するリスク管理の方針および手続きの概要

　信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置で、具体的には、
預金担保、有価証券担保、不動産担保、保証、クレジット・デリバティブなどが該当します。なお、
これらはあくまでも補完的な措置であり、融資については、経営者の資質、財務内容、経営環境、
資金使途、返済財源等について、細心の注意を払いながら判断しています。また検討した結果、担
保や保証が必要な場合には、お客様へ十分な説明を行い、ご理解いただいたうえで契約するなどの
適切な取扱いに努めています。
　当組合が扱う担保には、自組合預金積金、有価証券、不動産等、保証には、人的保証、信用保証
協会保証、政府関係機関保証、民間保証等ありますが、担保に関する手続きは、当組合が定める貸
出事務取扱規程等により適切な事務の取扱いと、適正な評価・管理を行っています。また、取引先
が期限の利益を喪失された場合には、与信取引の範囲において、貸出金等と預金を相殺する場合が
ありますが、当組合が定めている貸出事務取扱規程等により適切な取扱いに努めています。なお、
信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、業種やエクスポージャーの種類に
偏ることなく分散されております。
　自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積金、上場
株式、有価証券等、保証として信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証、その他未担保預
金等、貸出金と自組合預金の相殺として債務者の担保手続きがなされていない定期預金、日本銀行
貸出支援基金の活用に係る「全信組連の預け金」と「全信組連からの借入金」等が該当します。

　⑸�派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管
理の方針および手続きの概要
　派生商品取引及び長期決済期間取引は行っておりません。

　⑹証券化エクスポージャーに関する事項
　証券化取引は行っておりません。

　⑺オペレーショナル・リスクに関する項目
①�リスク管理の方針及び手続きの概要
　オペレーショナル・リスクとは、日常の業務の過程において、役職員の事務処理やシステムが
不適切であること、または外生的な事象により金融機関が損失を被るリスクをいいます。
　当組合は、オペレーショナル・リスクについては、事務リスク、システムリスク、法務リスク、
風評リスク等の各リスクを含むリスクと考えており、それぞれのリスクについて管理体制や管理
方法に関するリスク管理の基本方針を定めて、リスクを認識し、また計測、評価を行っています。
これらのリスクに関しては、コンプライアンス定例会等におきまして、協議、検討するとともに、
必要に応じて経営陣により理事会等へ報告する態勢としております。

②オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当組合は、基礎的手法を採用しております。
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　⑻�銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャーまたは株式等エ
クスポージャーに関するリスク管理の方針および手続きの概要
　上場株式等にかかるリスクの認識については、時価評価等によるリスク計測によって把握すると
ともに、当組合が抱える市場リスク等の状況を定期的に理事会等へ報告しています。
　非上場株式等に関しては、当組合が定める「有価証券運用基準」などに基づいた適正な運用・管
理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定める「償却・引当計上基準規定」、およ
び日本公認会計士協会作成の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行ってお
ります。

　⑼銀行勘定における金利リスクに関する事項
①リスク管理の方針及び手続きの概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や将来の収益性に対する影響
を指しますが、当組合は定期的に評価・計測を行い , 適宜、対応を講ずる態勢にしています。
　また、当組合では、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクの計測や金利
更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などを証券管理システムにより
定期的に計測を行い、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めています。なお
計測の結果は理事会へ報告しています。

②内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
　金利リスク算定のための主な前提及びリスク計測の頻度は次のとおりです。

計 測 手 法 ラダー方式を採用

コア預金

対 象 流動性預金（当座・普通・貯蓄等）

算定方法

つぎの３つのうち、最小の額を上限とする

①過去５年の最低残高

②�過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた
残高

③現残高の 50％相当額

満 期 ５年以内（平均 2.5 年）

金 利 感 応 資 産・ 負債
貸出金、有価証券、預け金、預金、その他の金利・期間
を有する資産・負債

金 利 シ ョ ッ ク 幅 99 パーセンタイル値または１パーセンタイル値

リ ス ク 計 測 の 頻 度 四半期毎

	
　⑴自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円）

項	 目 平　成
27年度

経過措置
による
不算入額

平　成
28 年度

経過措置
による
不算入額

コア資本に係る基礎項目　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 1,726 1,587

うち、出資金及び資本剰余金の額 813 813
うち、利益剰余金の額 922 789
うち、外部流出予定額（△） 9 15
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 37 90
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 37 90
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行
された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎
項目の額に含まれる額

280 245

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額　（イ） 2,043 1,923
コア資本に係る調整項目　　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ
に係るものを除く。）の額の合計額 0 0 0 1

うち、のれんに係るものの額 － － － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・
ライツに係るもの以外の額 0 0 0 1

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 2 3 3 5
適格引当金不足額 － － － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － － － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自
己資本に算入される額 － － － －

前払年金費用の額 － － － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － － － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － － －
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 － － － －
特定項目に係る 10％基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等
に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額 － － － －

自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金のほか、適格旧資本調達手段として自己資本への算入が認め
られている期限付劣後ローンにより構成されております。
　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

発　行　主　体 山口県信用組合 山口県信用組合 山口県信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資 非累積的永久優先出資 期限付劣後ローン

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項
目 の 額 に 算 入 さ れ た 額 313 百万円

500 百万円

245 百万円※ �500 百万円のうち、250 百万円
は優先出資金、250 百万円は資
本準備金に計上しております。

償 還 期 限（ 償 還 日 ） － － 平成 36 年 2 月 20 日
一定の事由が生じた場合に償還等を可
能とする特約がある場合は、その概要 － － －

特定項目に係る 15％基準超過額 － － － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等
に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額 － － － －

コア資本に係る調整項目の額　（ロ） 3 4
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ） 2,040 1,919
リスク・アセット等　　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 16,629 18,187

資産（オン・バランス項目） 16,539 18,119
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算
入される額の合計額 △ 146 △ 148

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲー
ジ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）

0 0

うち、繰延税金資産 3 2
うち、前払年金費用 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポー
ジャー △ 151 △ 151

うち、上記以外に該当するものの額 － －
オフ・バランス等取引項目 77 56
CVAリスク相当額を 8％で除して得た額 12 11
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用
リスク・アセットの額 0 0

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で
除して得た額 867 842

信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額　　　（ニ） 17,497 19,030
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 11.65％ 10.08％

（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合によ
る金融事業に関する法律第六条第一項において準
用する銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、信用
協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であ
るかどうかを判断するための基準（平成 18 年金
融庁告示第 22 号）」に係る算式に基づき算出して
おります。なお、当組合は国内基準を採用してお
ります。
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　⑵自己資本の充実度に関する事項

（単位：百万円）
平成 27年度 平成 28 年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 16,629 665 18,187 727
①標準的手法が適用されるポートフォリオご
とのエクスポージャー 16,763 670 18,268 730
（ⅰ）ソブリン向け 395 5 159 6
（ⅱ）金融機関向け 1,291 51 966 38
（ⅲ）法人等向け 6,231 249 6,924 276
（ⅳ）中小企業等・個人向け 1,791 71 2,347 93
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 230 9 228 9
（ⅵ）不動産取得等事業向け 1,716 68 2,065 82
（ⅶ）三月以上延滞等 547 21 485 19
（ⅷ）出資等 644 25 569 22

出資等のエクスポージャー 644 25 569 22
重要な出資のエクスポージャー

（ⅸ）�他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通出資等に該当する
もの以外のものに係るエクスポー
ジャー

252 10 252 10

（ⅹ）�信用協同組合連合会の対象普通出資
等であってコア資本に係る調整項目
の額に算入されなかった部分に係る
エクスポージャー

110 4 110 4

（ⅺ）その他 3,551 152 3,926 157
②証券化エクスポージャー 0 0 0 0
③�経過措置によりリスク・アセットの額に算
入されるものの額 4 0 3 0

④�他の金融機関等の対象資本調達手段に係る
エクスポージャーに係る経過措置によりリ
スク・アセットの額に算入されなかったも
のの額

△  151 △  6 △  151 6

⑤ �CVAリスク相当額を８％で除して得た額 12 0 11 0
⑥中央清算機関関連エクスポージャー 0 0 0 0

口．オペレーショナル・リスク 867 34 842 33
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋口） 17,497 699 19,030 761

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
2．�「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取
引及び派生商品取引の与信相当額です。

3．�「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政
府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共
部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国
際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

4．�「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞してい
る債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引
業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが 150％になったエクスポージャーのこ
とです。

5．�「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には有形・無
形固定資産、信用保証協会等保証付等が含まれます。

6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
　粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）× 15％　
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

÷８％

	
　⑶信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　　　　〈地域別・業種別〉� （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ以
外のオフ・バラン
ス取引

債 券
デリバティブ
取 引

27年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度
国 内 28,729 28,215 86 60 3,488 3,524 － － 955 728
国 外 401 307 － － 401 307 － － － －
地 域 別 合 計 29,131 28,791 86 60 3,889 3,832 － － 955 728
製 造 業 2,248 2,216 27 24 806 705 － － 48 47
農 業、 林 業 － － － － － － － － － －
漁 業 39 34 － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － －
建 設 業 3,726 3,794 35 15 － － － － 176 118
電気・ガス・熱供給・水道業 309 307 － － 309 307 － － － －
情 報 通 信 業 212 341 － － 200 300 － － － －
運輸業、郵便業 604 677 － － 100 100 － － － －
卸売業、小売業 2,309 2,231 20 16 200 200 － － － －
金融業、保険業 7,122 5,315 － － 601 401 － － － －
不 動 産 業 2,837 2,932 － － 205 305 － － 665 478
物 品 賃 貸 業 107 206 － － 100 － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 155 122 0 0 － － － － 24 22
宿 泊 業 286 149 － － － － － － － －
飲 食 業 510 525 － － － － － － 0 0
生活関連サービス業、娯楽業 219 210 － － － － － － － －
教育、学習支援業 － － － － － － － － － －
医 療、 福 祉 88 80 － － － － － － － －
その他のサービス 1,278 1,453 0 0 － 200 － － 33 53
その他の産業 － － － － － － － － － －
国・地方公共団体等 1,070 990 － － 902 858 － － － －
個 人 4,801 5,975 3 3 － － － － 8 7
そ の 他 1,204 1,226 － － 462 453 － － － －
業 種 別 合 計 29,131 28,791 86 60 3,889 3,832 － － 955 728

（注）1．�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、
貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引
を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

2．�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ
月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。

3．�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投
資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具
体的には有形・無形固定資産等が含まれています。

4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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ロ .	 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金
平成 27年度 42 － － 5 37
平成 28年度 37 53 － － 90

個別貸倒引当金
平成 27年度 815 26 47 － 794
平成 28年度 794 125 123 － 796

合 計
平成 27年度 857 26 47 5 831
平成 28年度 831 179 123 － 887

ハ . 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等� （単位：百万円）
個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

27年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度
（ 地 域 別 合 計 ）
製 造 業 262 266 3 154 － 3 266 417 － －
農 業 、 林 業 － － － － － － － － － －
漁 業 － － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － －
建 設 業 141 145 14 7 10 48 145 104 － －
電 気、 ガ ス、 熱
供 給 、 水 道 業 － － － － － － － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － － － －
運 輸 業、 郵 便 業 － － － － － － － － － －
卸 売 業、 小 売 業 7 － － － 7 － － － － －
金 融 業、 保 険 業 － － － － － － － － － －
不 動 産 業 371 352 19 1 38 104 352 249 － －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 － － － － － － － － － －
宿 泊 業 － － － － － － － － － －
飲 食 業 － － － － － － － － － －
生活関連サービス業、娯楽業 － － － － － － － － － －
教 育、 学 習 支 援 業 － － － － － － － － － －
医 療 、 福 祉 － － － － － － － － － －
そ の 他 の サ ー ビ ス 22 21 2 － 3 4 21 17 － －
そ の 他 の 産 業 － － － － － － － － － －
国・ 地 方 公 共 団 体 等 － － － － － － － － － －
個 人 8 7 － － 1 1 7 6 － －
合 計 815 794 39 162 60 160 794 796 － －

（注）1．�当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は
省略しております。

2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

ニ . リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額
平成 27年度 平成 28 年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
０％ － 1,556 － 1,319
１０％ － 3,545 － 3,216
２０％ 100 6,560 207 4,914
３５％ － 657 － 652
５０％ 1,618 680 1,214 482
７５％ － 2,477 － 3,203

１００％ 704 10,605 1,104 12,431
１５０％ － 327 － 285
２５０％ － 116 － 114

１２５０％ － － － －
合　　計 2,424 26,527 2,525 26,620

（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．�コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、…
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

	
　⑷信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）
信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ
27 年度 28 年度 27 年度 28 年度 27 年度 28 年度

信用リスク削減手法が適用さ
れたエクスポージャー 380 364 46 33 － －

①　ソブリン向け － － － － － －
②　金融機関向け － － － － － －
③　法人等向け 237 236 － － － －
④　中小企業等・個人向け 104 88 43 32 － －
⑤　抵当権付住宅ローン － － － － － －
⑥　不動産取得等事業向け 10 10 － － － －
⑦　三月以上延滞等 － － 1 0 － －
⑧　出資等 － － － － － －
出資等のエクスポージャー － － － － － －
重要な出資のエクスポージャー － － － － － －

⑨　その他 28 29 2 0 － －
（注）1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

2．�上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、農業
信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第 46 条（株式
会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

3．�「その他」とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。具体的には信用保証協会
等保証付等が含まれます。

　⑸派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
該当ありません。

　⑹証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

　⑺出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価

区　　分
平成 27年度 平成 28 年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 459 459 434 434
非 上 場 株 式 等 112 － 112 －
合 計 571 459 546 434

（注）�投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、
上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記
載しています。
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ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（単位：百万円）
平成 27年度 平成 28 年度

売却益 － 21
売却損 － －
償　却 － －

（注）�投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかか
る売買損益は含まれておりません。

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

平成 27年度 平成 28 年度
評価損益 3 5

（注）�「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その
他有価証券の評価損益です。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

平成 27年度 平成 28 年度
評価損益 － －

（注）�「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連
会社の評価損益です。

　⑻金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

平成 27年度 平成 28 年度
金利リスクに関して内部管理上使用した金利
ショックに対する損益・経済価値の増減額 90 96

（注）�金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例
えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生するリスク量を見る
ものです。当組合では、金利ショックはパーセンタイル値（保有期間 1年、最低 5年
の観測期間で計測される金利変動の 1パーセンタイル値と 99 パーセンタイル値によっ
て計算される経済価値の低下額を算出する方法）を用いて金利リスクを算出しており
ます。

� 役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）
理 事 長 （代表理事） 内　山　哲　男 ＊ 常勤監事 隅　　　正　敏 

専務理事 （常　　勤） 福　永　史　明 ＊ 員外監事 （非　常　勤） 伊　藤　紀　光

常務理事 （常　　勤） 間　宮　哲　男 監　　事 （非　常　勤） 須　田　要　輔

理　　事 （非　常　勤） 西　川　　　進 ＊
当組合は、職員出身者以外の理事…
（＊印）の経営参画により、ガバナン
スの向上や組合員の意見の多面的な反
映に努めています。

理　　事 （非　常　勤） 藤　田　敏　彦 ＊

（平成 29 年 6 月 26 日現在）

� 報酬体系について	
◆対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監
事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」
及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退
職慰労金」で構成されております。
（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理
事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当組合の理事会にお
いて決定しております。また、各監事の基本報酬及び賞与額につきましては、
監事の協議により決定しております。
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【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総
代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主と
して次の事項を規定で定めております。
a．決定方法	b．支払手段	c．決定時期と支払時期

（２）役員に対する報酬
（単位：千円）

区 分 当期中の報酬支払額 総会で定められた報酬限度額
理 事 32,300 70,000
監 事 3,680 10,000
合 計 35,980 80,000
注１．�上記は、協同組合による金融事業に関する法律執行規則第 15 条別紙様式第 4号「付

属明細書」における役員に対する報酬です。
注２．�支払人数は、理事７名、監事３名です。
注３．�上記以外に支払った役員賞与金、退職慰労金はありません。…

なお役員退職慰労金は、理事 4,268 千円であります。

（３）その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第 69 条第 1項第 6号等の規
定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は
財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定
める件」（平成 24 年 3 月 29 日付金融庁告示第 23 号）第 3条第 1項第 3号及び
第 5号に該当する事項はありません。

◆対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、
当組合の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者
のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、平成 28 年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
注１．�対象職員等には、期中に退職した者を含めております。
注２�．「同等額」は、平成 28 年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注３．�当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職給与規程」に基づき

支払っております。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連
動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっ
ていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

� 組合員の推移	
（単位：人）

区　　分 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

個 人 5,553 5,575 5,575 5,566 5,528

法 人 577 579 574 571 563

合 計 6,130 6,154 6,149 6,137 6,091

� 営業地区と店舗配置
⑴営業地区
　山陽小野田市・宇部市・美祢市・山口市（旧吉敷郡に限る）

⑵店舗配置
　現在の店舗配置は、次のとおり４店舗となっております。

店 舗 の 名 称 所 在 地 電 話 番 号 F A X 番 号
本 部 山陽小野田市中央一丁目２番４０号 （代）０８３６－８４－３３００ ０８３６－８３－７１００
本 店 営 業 部 同　　　　　上 （代）０８３６－８３－２５６３ ０８３６－８３－６９００
高 千 帆 支 店 山陽小野田市日の出三丁目８番３号 （代）０８３６－８３－２４１３ ０８３６－８３－７５８８
西 宇 部 支 店 宇部市西宇部南三丁目２番２８号 （代）０８３６－４１－０８８８ ０８３６－４１－０４５７
厚 狭 支 店 山陽小野田市厚狭一丁目２番２２号 （代）０８３６－７３－００１０ ０８３６－７２－２１４９

⑶店舗内キャッシュコーナー（４店舗）
店 舗 の 名 称 所 在 地 A T M ご 利 用 時 間
本 店 営 業 部 山陽小野田市中央一丁目２番４０号 平日9：00～ 18：00 土曜日9：00～ 15：00
高 千 帆 支 店 山陽小野田市日の出三丁目８番３号 平日9：00～ 18：00 
西 宇 部 支 店 宇部市西宇部南三丁目２番２８号 平日9：00～ 18：00 
厚 狭 支 店 山陽小野田市厚狭一丁目２番２２号 平日8：00～ 19：00 土曜日9：00～ 17：00 日曜・祝日9：00～ 17：00

⑷店舗外キャッシュコーナー（２出張所）
出 張 所 の 名 称 所 在 地 A T M ご 利 用 時 間

ウエスタまるき中川店出張所 山陽小野田市中川二丁目６６３３番地１ 平日9：30～ 18：00 土曜日9：30～ 17：00 日曜・祝日9：30～ 17：00
埴 生 出 張 所 山陽小野田市埴生（ドライブインみちしお横）平日8：00～ 20：00 土曜日9：00～ 17：00 日曜・祝日9：00～ 17：00

平成28年１月1日より

■残高照会は無料です。■時間外、日・祝日等のご利用は108円の手数料が必要です。
１年中、７時から22時までご利用いただけます。

日・祝日
土曜日

月～金曜日
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� 営業内容のあらまし
◆預　金・積　金

種　　　類 お預入期間 お預入金額 特　　　　　　　　色

総 合 口 座 自 由 1円以上

普通預金と定期預金・自動融資がセットになっ
ており、資金を有利に運用しながら、いざとい
うとき便利な預金です。
なお、自動融資は定期預金の９０％（最高
２００万円までご利用いただけます）までです。

普 通 預 金 自 由 1円以上 ご家庭のサイフ代わりにおつかいください。給
与振込みや公共料金等の自動支払もできます。

無利息型普通預金
（決済用預金）

自 由 1円以上
「総合口座」「普通預金」と同じ機能を持ちお利
息はつきませんが預金保険制度により全額保護
されています。

貯 蓄 預 金 自 由 1円以上 基準残高に応じて金利が変動し、定期預金なみ
の高利回りとなっております。

当 座 預 金 自 由 1円以上 事業者の支払いに便利な小切手・手形を利用す
る預金です。

通 知 預 金 ７日以上 5,000 円以上 まとまった資金の短期運用に便利、お引出しは
２日前までにご連絡ください。

納 税 準 備 預 金 入金は自由、お
支払いは納税時 1円以上 納税のための預金です。普通預金よりも利息が

高く、また、お利息は非課税です。

定
期
預
金

スーパー定期 １ヵ月～５年 100円～300万円未満
まとまった資金を一番有利に運用する預金です。
総合口座にセットすることができます。６カ月
毎に金利の変わる変動金利型もあります。

スーパー定期 １ヵ月～５年 300 万円以上
大 口 定 期 １ヵ月～５年 1,000 万円以上
期日指定定期 ３年 100円～300万円未満
変動金利定期 ３年 100 円以上

積 立 定 期 預 金 １年～５年 100 円以上 （いつでも自由）目標に向かって計画的かつ有利に積立できます。
定 期 積 金 １年～５年 100 円以上 毎月きまった金額を積立て、財産の貯蓄に便利です。

　※預金等の保護について
金融機関が万一破綻した場合に、預金保険
で保護される預金等の額は、「無利息、要
求払い、決済サービスの提供」という３つ
の要件を全て満たす決済用預金に該当す
るものは全額、それ以外の預金等について
は１金融機関ごとに預金者１人当たり元本
1,000 万円までとその利息等です。

◆各種サービス
種　　　類 内　　　　　　　　　　　　容

自 動 預 払 ATM
カード１枚でお引き出しができます。ＡＴＭは通帳でのお預け入れもできます。本店・
高千帆支店・西宇部支店・厚狭支店及びウエスタまるき中川店・埴生（みちしお）の
店舗外キャッシュコーナーでご利用できます。

デビットカードサービス ジェイデビットのマークのある加盟店で、お手持ちのキャッシュカードによりお買い物の支払いができます。
キャッシュ・サービス キャッシュカード１枚で、全国のＭＩＣＳ加盟金融機関及び郵便局またセブンイレブン等でお引き出しできます。
クレジットカード ピーターパンカード、ＪＣＢ、ＵＦＪニコス、ＤＣ、ＶＩＳＡ等各種クレジットのお取扱い。
給 与 振 込 お給料、ボーナスの自動受け取り。
年 金 振 込 あなたの年金が指定した口座に自動的に入金されます。
貸 金 庫 重要書類、貴重品等を安全にお守りします。秘密保持も万全です。
夜 間 金 庫 お店の売上金の盗難防止に役立ちます。
自動支払いサービス 公共料金、税金、クレジット等の自動支払いです。
為 替 サ ー ビ ス 全国どこへでもスピーディーなお振込みができます。
株 式 等 払 い 込 み 会社設立、増資の払い込みのお取扱い。
でんさいネットサービス 手形・振込に代わる新しい資金決済サービスです。窓口でご相談下さい。
火 災 保 険 の 窓 販 住宅ローンに関連した長期火災保険の取扱いをしております。

◆個人ローン
種　　　類 資金のお使い道 ご融資金額 ご融資期間 担保・保証人

住 宅 ロ ー ン
住宅の購入・新築・建替え・
増改築・住宅予定地の購入・
住宅資金の借換資金

１０万円以上
６千万円以内 ３５年以内

土地・建物・保証人１名以上
（�保証会社の保証の場合、
保証人不要）

リフォームローン 自宅の改築・改装資金 １０万円以上
５００万円以内 １０年以内 保証会社の保証

リフォームローン・ワイド リフォーム関連資金・リフォーム
資金に関するローンの借換資金

１００万円以上
１千万円以内 １５年以内 保証会社の保証

カーライフローン 車両購入・修理・車検・運転
免許取得資金

１０万円以上
１千万円以内 １０年以内 保証会社の保証

教育カードローン
「チャンス」

受験時・入学時・在学中に係
る費用

５００万円以内
ただし、受験費用に係る費用
の場合は極度額を 100 万円

入学予定月９ヵ
月前から就学者
の卒業予定年月

保証会社の保証

奨 学 ロ ー ン 入学金・授業料・アパート代
等の費用

１０万円以上
１千万円以内 １０年以内 保証会社の保証

国の教育ローン
（日本政策金融公庫代理貸付）

学校教育法等に定める教育施
設に入学・在学に要する費用 ３００万円以内 １０年以内 （財）教育資金融資保証基金または保証人１名

フ リ ー ロ ー ン ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

１０万円以上
３００万円以内 ７年以内 保証会社の保証

スーパーフリーローン ご自由（旧債借換資金も利用可
但し、事業性資金は除く） ３００万円以内 １０年以内 保証会社の保証

スーパークイックローン ご自由
（事業性資金、旧債借換資金も利用可）

１０万円以上
１００万円以内 ５年以内 保証会社の保証

スピードローン ご自由
（事業性資金、旧債借換資金も利用可）

１０万円以上
３００万円以内

６ヵ月以上
７年以内 保証会社の保証

シルバーライフローン ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

１０万円以上
１００万円以内 ５年以内 保証会社の保証

カ ー ド ロ ー ン ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く）

１０万円以上
３００万円以内

３年
原則として自動更新 保証会社の保証

ス ー パ ー 30
（ 当 座 貸 越 ）

ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く） ３０万円以内 ３年

原則として自動更新 保証会社の保証

ス ー パ ー 50
（ 当 座 貸 越 ）

ご自由
（事業性資金、旧債返済資金は除く） ５０万円以内 ３年

原則として自動更新 保証会社の保証

山 陽 小 野 田 市
水洗便所改造資金

水洗便所改造資金
（山陽小野田市の斡旋者対象）

１０万円以上で
市が指定した額 ６０ヵ月以内 担保

宇 部 市 下 水 道
排水設備整備資金

下水道排水設備整備資金
（宇部市の斡旋者対象）

１０万円以上
６０万円以内 ６０ヵ月以内 保証会社の保証

（注）�金利は各制度により異なり、また、金融情勢により変更されますので省略してあります。なお、
詳細は窓口でご相談ください。

◆事業者向け融資
種　　　類 内　　　　　　　　　　　　　　容

一 般 融 資

１．手形割引………一般商業手形の割引
２．手形貸付………運転資金等短期のご融資
３．証書貸付………設備資金等長期のご融資
４．当座貸越………一定の極度まで繰り返し自由にご利用可能

県・市制度融資 山口県、山陽小野田市、宇部市の各制度融資を取り扱っております。

代 理 貸 付 日本政策金融公庫、商工中金、全国信用協同組合連合会、中小企業基盤整備機構等の貸
付け取扱い窓口として代理業務を取扱っております。

（注）事業に必要な資金は、どんなことでもご相談ください。

預金等の分類 保護の範囲

決済用預金 当座預金・利息のつか
ない普通預金等 全額保護

一般預金等

利息のつく普通預金・
定期預金・貯蓄預金・
通知預金・定期積金・
納税準備預金等

元本 1,000 万円まで
とその利息等保護

外貨預金・譲渡性預金等 保護対象外
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� 手数料の一覧 	
◆主な手数料

振
　
　
　
込

他行宛 電信扱い 3万円未満 648円
3 万円以上 864円

当組合本支店宛 3万円未満 324円
3 万円以上 540円

同一店舗 3万円未満 216円
3 万円以上 432円

給与振込
当組合同一店舗・本支店宛 無料
他行宛 3万円未満 648円

3 万円以上 864円
カ
ー
ド
振
込

他行宛 3万円未満 324円
3 万円以上 540円

当組合本支店宛 3万円未満 108円
3 万円以上 216円

同一店舗 無料

取
立

他行宛 貸出に係るもの 864円
上記以外のもの 648円

同一交換区域内の手形・小切手（本支店のものは除く） 216円
そ
の
他

送金・振込組戻料（本支店間も含む） 1,080円
取立手形（組戻料・不渡返却料・店頭呈示料） 1,080円

通帳・証書・キャッシュカード再発行手数料 （１件）� 1,080円
出資証券再発行手数料 （１枚）� 1,080円
自己宛小切手発行手数料 （１枚）� 540円
残高証明書発行手数料 所定のもの （１通）� 540円

所定外のもの （１通）� 1,080円
支払利息証明書発行手数料 （１通）� 1,080円
預金・融資（履歴・明細）発行手数料 （１件）� 540円
各種調査資料作成手数料 （１枚）�540円（２枚目以降はプラス108円）
当座小切手帳 （１冊：５０枚）� 864円
約束手形帳 （１冊：５０枚）� 1,080円
為替手形帳 （１冊：５０枚）� 1,080円
普通・当座入金帳 （１冊）� 1,080円
マル専口座開設料 （１件）� 3,240円
マル専約束手形用紙 （１枚）� 540円
CD／ ATM他行間利用手数料 108円
CD／ ATM延長時間帯および土曜日・日曜日・祝日利用手数料 108円
株式・出資払込事務取扱手数料 （払込金額の3/1,000）×1.08
返済予定表再発行手数料 （１件）� 1,080円
融資証明書発行手数料	 （住宅ローン以外） （１通）� 3,240円
			   （住宅ローン） （１通）� 1,080円
不動産担保取扱手数料	 （新規設定事務）3千万円以上 （１件）� 54,000円
　　　　　〃　　　　	 （　　　〃　　　）1千万円以上 （１件）� 32,400円
　　　　　〃　　　　	 （　　　〃　　　）1千万円未満 （１件）� 16,200円
　　　　　〃　　　　	 （追加設定事務） （１件）� 16,200円
　　　　　〃　　　　	 （極度変更事務） （１件）� 16,200円
　　　　　〃　　　　	 （順位変更事務） （１件）� 16,200円
　　　　　〃　　　　	 （一部抹消事務（事業用不動産）） （１件）� 16,200円
住宅ローン返済条件変更等手数料	（一部繰上返済） （１件）� 3,240円
　　　　　〃　　　　	 （全額繰上返済） （１件）� 32,400円
アパートローン返済条件変更等手数料（一部・全額繰上返済） （１件）� 5,400円
各種貸出金の条件変更手数料 （１件）� 10,800円
貸金庫使用料 大型１年間� 8,640円

小型１年間� 5,400円
夜間金庫使用料 使用料月額� 6,480円

窓口両替手数料

1枚～　100枚 無料
101枚～　200枚 108円
201枚～　300枚 216円
301枚～　400枚 324円
401枚～　500枚 432円
501枚～　600枚 540円
601枚～　700枚 648円
701枚～　800枚 756円
801枚～　900枚 864円
901枚～1000枚 972円
1,001枚以上 1,080円

両替持参手数料 50万円未満 １回につき� 540円
50万円以上 １回につき� 864円

硬貨入金手数料 500枚以下 無料
501枚以上 324円
（上記の手数料には消費税を含んでいます）

資 料 編

会計監査人による監査

　「協同組合による金融事業に関する法律」（協
金法）第５条の８第３項の規定に基づき有限責
任監査法人トーマツの監査を受けています。

代表理事による適正性・有効性の確認

　平成１８年３月期以降の決算期に係るディス
クロージャー誌に、代表理事が「直近の事業年
度における財務諸表の適正性および財務諸表作
成に係る内部監査の有効性を確認している旨」
を記載することになりました。
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1．貸借対照表� （単位：千円）

◆資産の部
科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度

（資産の部）
現 金 402,917 412,191

預 け 金 6,408,845 4,796,277

有 価 証 券 4,370,097 4,255,107

国 債 844,525 676,390
社 債 2,230,109 2,423,325
株 式 461,717 436,684
そ の 他 の 証 券 833,745 718,707
貸 出 金 17,886,150 19,198,851

割 引 手 形 353,798 342,115
手 形 貸 付 2,929,992 2,967,337
証 書 貸 付 13,528,181 14,548,250
当 座 貸 越 1,074,177 1,341,147
そ の 他 資 産 210,490 199,441

未 決 済 為 替 貸 1,205 1,153
全 信 組 連 出 資 金 110,000 110,000
未 収 収 益 26,813 20,151
そ の 他 の 資 産 72,470 68,136
有 形 固 定 資 産 225,817 297,273
建 物 67,989 63,060
土 地 114,606 114,866
建 設 仮 勘 定 − 70,000
その他の有形固定資産 43,222 49,345
無 形 固 定 資 産 2,096 2,033

ソ フ ト ウ ェ ア 212 150
その他の無形固定資産 1,883 1,883
繰 延 税 金 資 産 19,661 17,335

債 務 保 証 見 返 86,050 60,438

貸 倒 引 当 金 △ 831,272 △ 887,399

（うち個別貸倒引当金） （△ 794,174） （△ 796,611）

資 産 の 部 合 計 28,780,856 28,351,552

◆負債及び純資産の部
科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度

（負債の部）
預 金 積 金 26,475,772 26,194,959
当 座 預 金 98,117 185,250
普 通 預 金 7,943,645 7,971,576
貯 蓄 預 金 2,446,213 2,411,780
通 知 預 金 55,000 11,355
定 期 預 金 14,825,262 14,846,213
定 期 積 金 1,035,674 709,574
そ の 他 の 預 金 71,859 59,209
借 用 金 350,000 350,000
借 入 金 350,000 350,000

そ の 他 負 債 45,272 45,991
未 決 済 為 替 借 4,935 6,500
未 払 費 用 15,603 15,310
給 付 補 填 備 金 805 550
未 払 法 人 税 等 456 456
前 受 収 益 18,055 18,198
払 戻 未 済 金 375 476
そ の 他 の 負 債 5,041 4,498
賞 与 引 当 金 10,745 10,744
退 職 給 付 引 当 金 24,654 34,070
役員退職慰労引当金 7,331 4,922
偶 発 損 失 引 当 金 42,563 43,088
債 務 保 証 86,050 60,438
負 債 の 部 合 計 27,042,391 26,744,215

（純資産の部）
出 資 金 563,514 563,399
普 通 出 資 金 313,514 313,399
優 先 出 資 金 250,000 250,000

資 本 剰 余 金 250,000 250,000
資 本 準 備 金 250,000 250,000
利 益 剰 余 金 922,093 789,877
利 益 準 備 金 249,659 299,659
その他利益剰余金 672,434 490,218
特 別 積 立 金 500,000 500,000
当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金） 172,434 △ 9,781

組 合 員 勘 定 合 計 1,735,608 1,603,276
その他有価証券評価差額金 2,856 4,060
評価・換算差額等合計 2,856 4,060
純 資 産 の 部 合 計 1,738,464 1,607,337
負債及び純資産の部合計 28,780,856 28,351,552

経 理 ・ 経 営 内 容

（注）金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。以下の各表における金額についても同様であります。

（貸借対照表の注記事項）

１．�記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示
単位未満を切り捨てて表示しております。

２．�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売
却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につ
いては、全部純資産直入法により処理しております。

３．�有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設
備および構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおり
であります。

　　　建物　　　　３年～ 50 年
　　　その他　　　３年～ 20 年
４．�無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。なお、自
社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却
しております。

５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　�「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」
（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意
先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の
貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する
債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当
する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除した残額を引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資
産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。
また、正常先及び要注意先債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来にお
ける支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を引当てております。

６．�借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
であります。

７．�賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。

８．�退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年
金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成 28 年３月 31 日現在）
　　　　年金資産の額	 ３５０，８９９百万円
　　　　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額	 ３１５，２３７百万円
　　　　差引額	 ３５, ６６１百万円
（２）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　（平成 27 年４月分～平成 28 年３月分）　　　 　０. ２２０％
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（３）補足説明
上記（１）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 27,132 百万円及び別途積
立金 62,794 百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間 16 年の元利均
等償却であり、当組合は当事業年度の計算書類上、特別掛金４百万円を費用処理しております。

９．�役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金
の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

10．�偶発損失引当金は、破綻懸念先以下の債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金
の将来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
12．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　19 百万円
13．有形固定資産の減価償却累計額　569 百万円
14．貸出金のうち、破綻先債権額は 172 百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

15．貸出金のうち、延滞債権額は 1,784 百万円であります。
なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

16．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額はありません。
なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

17．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 22 百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

18．�破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 1,979
百万円であります。
なお、14. から 18. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

19．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、342 百万円であります。
20．公金取扱い、手形交換取引のために預け金１百万円を担保提供しております。
上記のほか、為替取引、全国信用組合保障基金及び全国信用協同組合連合会との当座貸越契
約のために預け金 1,382 百万円を担保として提供しておりますが、これらに対応する債務はあ
りません。

21．出資１口当たりの純資産額は 1,757 円 08 銭です。
22．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）
をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。

また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び
事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
さらされております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクにさらされております。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにさらされております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理
当組合は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、
個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への
対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に常勤役員会や
理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を定
期的に行うことで管理しております。
②　市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当組合では、一定の金利ショックを想定した場合の金融商品の金利リスクの計測や金利
更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などを管理システムに
より定期的に計測を行い、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めて
います。なお、計測の結果は理事会へ報告しています。

（ⅱ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤役員会の方針に基づき、理事会の
監督の下、有価証券運用規程に従い行われております。
このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設
定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
総務部で保有している株式は、純投資目的又は事業推進目的で保有しているものであり、
取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　これらの情報は総務部を通じ、理事会において定期的に報告されております。
（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間１年、過去５年の観測期
間で計測される 99 パーセンタイル値を用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金
利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金利群と変動金
利群に分けて）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利
変動幅を用いております。
なお、当事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合
の 99 パーセンタイル値を用いた経済価値は 96 百万円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の
リスク変数との相関を考慮しておりません。
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また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響
が生じる可能性があります。
③　資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用し
ているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて
開示しております。

23．金融商品の時価等に関する事項
平成 29 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含
めておりません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸 借 対 照 表
計　 上　 額 時　　価 差　　額

（１）預け金（＊1）
（２）有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

（３）貸出金（＊1）
貸倒引当金（＊2）

4,796
4,252
905
3,347
19,198
△ 887

4,801
4,263
916
3,347

5
10
10
―

18,311 19,007 695
金融資産計 27,360 28,072 711

（１）預金積金（＊1）
（２）借用金（＊1）

26,194
350

26,216
350

21
―

金融負債計 26,544 26,566 21

（＊1）�預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価
に代わる金額」が含まれております。

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

 金融資産
（１）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値
を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

（２）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によって
おります。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については、24. から 27. に記載して
おります。

（３）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引
当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わ
る金額として記載しております。
①　�６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、そ
の貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。

②　�①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金
利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなしております。

 金融負債
（１）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして
おります。定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを
作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR）で割り引いた価額を時価とみなし
ております。

（２）借用金
借用金については、帳簿価額を時価としております。

（注２）�時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品
の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）

区　　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 2

（＊1）�非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら
れることから時価開示の対象とはしておりません。

24．�有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「社
債」、「株式」、「その他の証券」のほか、「預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以
下 26. まで同様であります。

（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券

【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

社　債 605 百万円 620 百万円 14 百万円
その他 100 102 2
小　計 705 722 17

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

社　債 199 百万円 193 百万円 △ 6 百万円
小　計 199 193 △ 6
合　計 905 916 10

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
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（３）�子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に該当する有価証券はありません。
（４）その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
株　　式 271 百万円 246 百万円 25 百万円
債　　券 1,593 1,555 38
　国　債 676 650 25
　社　債 917 904 13
そ　の　他 129 127 1
小　　計 1,994 1,929 65

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

株　　式 162 百万円 176 百万円 △ 13 百万円
債　　券 700 703 △ 3
　社　債 700 703 △ 3
そ　の　他 489 532 △ 43
小　　計 1,352 1,412 △ 60
合　　計 3,347 3,341 5

（注）１．�貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上し
たものであります。 

２．�その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて
著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事
業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度に
おける減損処理額はありません。また、時価が「著しく下落した」と判定するため
の基準は、取得原価に対する当事業年度末における時価の下落率が 50%以上である
場合には著しい下落であると判定し、下落率が30％以上50%未満の銘柄については、
信用状況ならびに時価の推移を検討し、判定しております。

25．�当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
26．�当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
　　　　売却価額　240 百万円　  売却益　30 百万円　  売却損　― 百万円
27．�その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次の
とおりであります。

１年以内 １年超　 ５年超　 10 年超
５年以内 10 年以内

債　　券 200 百万円 1,609 百万円 1,290 百万円 −百万円
　国　債 − − 676 −
　社　債 200 1,609 614 −
そ　の　他 100 244 − 20
合　　計 300 1,853 1,290 20

28．�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は 1,889 百万円であ
り、全ての契約が原契約期間１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであ
ります。

　　�なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高
そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当
組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、
必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

29．繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　　　　繰延税金資産
　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額	 221 百万円
　　　　　税務上の繰越欠損金	 130 百万円
　　　　　減価償却限度額超過額	 19 百万円
　　　　　偶発損失引当金	 11 百万円
　　　　　その他	 21 百万円
　　　　繰延税金資産小計	 405 百万円
　　　　評価性引当額	 △ 386 百万円
　　　　繰延税金資産合計	 18 百万円

　　　繰延税金負債
　　　　　その他有価証券評価差額金	 1 百万円
　　　　　繰延税金負債合計	 1 百万円
　　　　　繰延税金資産（負債）の純額	 17 百万円
30．（追加情報）
　　�「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号　平成 28 年
３月 28 日）を当事業年度から適用しております。

31．（追加情報）
　　�当事業年度から人事制度を変更したことに伴い、退職給付引当金について、基本給に勤続年
数別の支給率を乗じた自己都合要支給額を基礎とする方法から、ポイントの積み上げによる
要支給額を基礎とする方法に基づき算定する方法に変更いたしました。これにより、退職給
付費用 22 百万円を経常費用として計上しております。

32．（「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用）
　　�法人税法の改正に伴い、実務対応報告第 32 号「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の
変更に関する実務上の取扱い」（平成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４
月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変
更しております。この変更による影響は軽微であります。

� 以　上
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2．損益計算書� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度

経 常 収 益 541,557 518,517

資 金 運 用 収 益 490,028 452,925

貸 出 金 利 息 407,449 388,327

預 け 金 利 息 15,808 7,437

有価証券利息配当金 62,370 52,760

その他の受入利息 4,400 4,400

役 務 取 引 等 収 益 27,410 26,542

受 入 為 替 手 数 料 15,799 16,374

その他の役務収益 11,610 10,168

そ の 他 業 務 収 益 20,346 15,138

国債等債券売却益 15,020 8,744

その他の業務収益 5,326 6,393

そ の 他 経 常 収 益 3,772 23,911

償 却 債 権 取 立 益 593 735

株 式 等 売 却 益 － 21,516

その他の経常収益 3,178 1,659

経 常 費 用 463,187 626,209

資 金 調 達 費 用 37,823 32,246

預 金 利 息 31,921 26,398

給付補塡備金繰入額 637 598

借 用 金 利 息 5,264 5,250

役 務 取 引 等 費 用 32,520 34,935

支 払 為 替 手 数 料 4,956 5,233

その他の役務費用 27,564 29,701

そ の 他 業 務 費 用 26

そ の 他 の 業 務 費 用 26

経 費 371,092 375,108

人 件 費 244,929 252,119

物 件 費 120,914 117,994

税 金 5,248 4,994

そ の 他 経 常 費 用 21,723 183,919

貸倒引当金繰入額 21,066 179,371

貸 出 金 償 却 －

その他の経常費用 657 4,548

経 常 利 益�
（ 又 は 経 常 損 失 ） 78,370 △� 107,691

科　　　目 平成 27 年度 平成 28 年度

特 別 損 失 306 12,689

固 定 資 産 処 分 損 306 12,689

税引前当期純利益�
（又は税引前当期純損失） 78,064 △� 120,381

法人税、住民税及び事業税 456 456

法 人 税 等 調 整 額 1,091 1,883

法 人 税 等 合 計 1,547 2,339

当 期 純 利 益�
（又は当期純損失） 76,516 △� 122,721

繰越金（当期首残高） 95,918 112,939

当期未処分剰余金�
（又は当期未処分損失金） 172,434 △� 9,781

（損益計算書の注記事項）

１�．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しておりま
す。なお、以下の注記については、表示単位未満を切
り捨てて表示しております。
２．出資１口当たりの当期純損失　２０５円１５銭

以　上

3．剰余金処分計算書� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金） 172,434 △� 9,781

積 立 金 取 崩 額 － 100,000
剰 余 金 処 分 額 59,495 90,218
利 益 準 備 金 50,000 －
普 通 出 資 配 当 金 9,363 9,397

（年 3.0％の割合）（年 3.0％の割合）
優 先 出 資 配 当 金 131 6,000

（年 1.2％の割合）（年 1.2％の割合）
役 員 賞 与 金 － －
特 別 積 立 金 － －
（うち経営安定積立金）（ － ）（ － ）
繰越金（当期末残高） 112,939 74,820

4．粗　利　益� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
資 金 運 用 収 益 490,028 452,925
資 金 調 達 費 用 37,823 32,246

資 金 運 用 収 支 452,205 419,679
役 務 取 引 等 収 益 27,410 26,542
役 務 取 引 等 費 用 32,520 34,935

役 務 取 引 等 収 支 △�  5,110 △�  8,393
そ の 他 業 務 収 益 20,346 15,138
そ の 他 業 務 費 用 26 －

そ の 他 業 務 収 支 20,320 15,138
業 務 粗 利 益 467,414 427,424
業 務 粗 利 益 率 1.63% 1.47%

（注）１．資金調達費用は、金銭信託等運用見合費用を控除して表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　 業務粗利益　　　２．業務粗利益率＝̶̶×100
　　　　　　　　　　　　 資金運用勘定計平均残高

6．経費の内訳� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
人 件 費 244,929 252,119
報 酬 給 料 手 当 200,701 188,946
賞与引当金純繰入額 － －
退 職 給 付 費 用 16,577 35,807
社 会 保 険 料 等 27,650 27,365

物 件 費 120,914 117,994
事 務 費 64,688 64,502
固 定 資 産 費 20,256 19,153
事 業 費 10,909 10,288
人 事 厚 生 費 2,023 1,605
減 価 償 却 費 12,041 11,334
そ の 他 10,995 11,110

税 金 5,248 4,994
経 費 合 計 371,092 375,108

（注）人件費は平成 13 年度より賞与引当金純繰入額を計上しております。

7．役務取引の状況� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
役 務 取 引 等 収 益 27,410 26,542
受 入 為 替 手 数料 15,799 16,374
その他の受入手数料 11,610 10,168
その他の役務取引等収益 － －

役 務 取 引 等 費 用 32,520 34,935
支 払 為 替 手 数料 4,956 5,233
その他の支払手数料 12,592 12,169
その他の役務取引等費用 14,971 17,532

9．主要な経営指標の推移� （単位：千円）

区　　　分 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度
経 常 収 益 600,842 574,038 630,990 541,557 518,517
経常利益（又は経常損失） 32,730 34,406 81,322 78,370 △  107,691
当期純利益（又は当期純損失） 21,176 26,116 81,113 76,516 △  122,721
預 金 積 金 残 高 26,323,772 25,366,482 26,443,736 26,475,772 26,194,959
貸 出 金 残 高 16,582,399 17,390,864 18,088,348 17,886,150 19,198,851
有 価 証 券 残 高 2,825,691 3,962,721 4,298,327 4,370,097 4,255,107
総 資 産 額 27,993,303 27,113,923 28,270,677 28,780,856 28,351,552
純 資 産 額 1,041,016 1,095,335 1,222,700 1,738,464 1,607,337
自己資本比率（単体） 10.30% 8.79% 8.99% 11.65% 10.08%
出 資 総 額 309,719 312,949 313,030 563,514 563,399
うち普通出資総額 309,719 312,949 313,030 313,514 313,399
うち優先出資総額 － － － 250,000 250,000

出 資 総 口 数 619,438口 625,898口 626,101口 827,029口 826,799口
うち普通出資口数 619,438口 625,898口 626,101口 627,029口 626,799口
うち優先出資口数 － － － 200,000口 200,000口

出資に対する配当金 7,351 9,321 9,371 9,495 15,397
うち普通出資配当金 7,351 9,321 9,371 9,363 9,397
うち優先出資配当金 － － － 131 6,000

職 員 数 42人 41人 36人 37人 37人
（注）１．残高計数は期末日現在のものです。 

２．「自己資本比率（単体）」は、平成 18 年金融庁告示第 22 号により算出しております。

5．業務純益� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
業 務 純 益 101,633 △� 1,373
実 質 業 務 純 益 96,321 52,316

8．受取利息および支払利息の増減� （単位：千円）
科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度

受 取 利 息 の 増 減 △� 23,379 △� 37,103
支 払 利 息 の 増 減 2,930 △� 5,577



－ 60 － － 61 －

10．資金運用勘定、調達勘定の平均残高等
科　　目 年度 平均残高 利　息 利回り

資金運用勘定 27 年度 28,665 百万円 490,028 千円 1.70 %
28 年度 29,068 452,925 1.55

う ち
貸 出 金

27 年度 17,888 417,449 2.27
28 年度 18,348 388,327 2.11

う ち
預 け 金

27 年度 6,278 15,808 0.25
28 年度 6,204 7,437 0.11

う ち
金融機関貸付等

27 年度 － － －
28 年度 － － －

う ち
有価証券 

27 年度 4,388 62,370 1.42
28 年度 4,405 52,760 1.19

資金調達勘定 27 年度 27,173 37,823 0.13
28 年度 27,109 32,246 0.11

う ち
預金積 金

27 年度 26,822 32,558 0.12
28 年度 26,759 26,996 0.10

う ち
譲渡性預金

27 年度 － － －
28 年度 － － －

う ち
借 用 金

27 年度 350 5,264 1.50
28 年度 350 5,250 1.50

（注）�資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成 27 年度８百万円、平成 28 年度…
27 百万円）を控除して表示してあります。

11．先物取引の時価情報

取扱いはありません。

15．その他業務利益の内訳� （単位：千円）

科　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
そ の 他 業 務 収 益 20,346 15,138
国債等債券償還益 － －
国債等債券売却益 15,020 8,744
その他の業務収益 5,326 6,393

そ の 他 業 務 費 用 26 －
国債等債券償還損 － －
国債等債券売却損 － －
その他の業務費用 26 －

そ の 他 業 務 利 益 20,320 15,138

16．�有価証券、金銭の信託等の取得価格�または契約価格、時価および評価損益�（単位：千円）

項　　　目 取得価格または契約価格 時　価 評価損益

有価証券 27 年度 4,366,190 4,377,932 11,742
28 年度 4,249,553 4,265,873 16,320

金銭の信託 27 年度 － － －
28 年度 － － －

デリバティブ
等 商 品

27 年度 － － －
28 年度 － － －

（注）１．�「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業 会計審議会：
平成 11 年１月 22 日）に定める時価に基づいて表示して おります。なお、時
価のないものについては、帳簿価格で表示してお ります。

２．�デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する 法律施
行規則第４１条第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金 融等デリバティ
ブ取引、先物外国為替取引、有価証券デリバティブ取 引等）を組み合わせた
商品です。

12．オフバランス取引の状況
金利スワップ、通貨スワップ、先物外国為替取引、 その
他金融派生商品等の取扱いはありません。

13．総資金利鞘等� （単位：％）

区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度
資金運用利回（ａ） 1.70 1.55
資金調達原価率（ｂ） 1.50 1.50
資金利鞘（ａ－ｂ） 0.20 0.05

14．総資産利益率� （単位：％）

区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度
総資産経常利益率 0.27 △  0.37
総資産当期純利益率 0.26 △  0.42
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経常（当期純）利益（注）総資産経常（当期純）利益率＝̶̶×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　総資産（債務保証見返を除く）平均残高

17．1店舗当たりの預金および貸出金残高� （単位：千円）
区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度

１店舗当たりの預金残高 6,618,943 6,548,739
１店舗当たりの貸出金残高 4,471,537 4,799,712

18．職員1人当たりの預金および貸出金残高�（単位：千円）
区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度

職員１人当たりの預金残高 715,561 707,971
職員１人当たりの貸出金残高 483,409 518,887

19．預貸率および預証率� （単位：％）

区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度

預 貸 率
（ 期 末 ） 67.55 73.29
（期中平均） 66.69 68.56

預 証 率
（ 期 末 ） 16.50 16.24
（期中平均） 16.36 16.46

20．預金種目別平均残高� （単位：千円 ,％）

種　　　目
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

流 動 性 預 金 10,854,570 40.5 11,171,018 41.7
定 期 性 預 金 15,911,716 59.3 15,510,976 58.0
譲 渡 性 預 金 － － － －
その他の預金 55,804 0.2 77,213 0.3
合 計 26,822,090 100.0 26,759,208 100.0

22．財形貯蓄残高� （単位：千円）

項　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
財 形 貯 蓄 残 高 22,810 13,979

24．有価証券種類別平均残高�（単位：千円 ,％）

区　　分 金　額 構成比

平
成
27
年
度

国 債 1,058,165 24.1
地 方 債 － －
社 債 1,968,387 44.9
株 式 407,001 9.3
外 国 証 券 501,558 11.4
その他の証券 453,713 10.3
合 計 4,388,827 100.0

平
成
28
年
度

国 債 705,831 16.0
地 方 債 － －
社 債 2,371,135 53.8
株 式 472,603 10.8
外 国 証 券 392,616 8.9
その他の証券 463,641 10.5
合 計 4,405,828 100.0

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

25．有価証券の種類別・残存期間別残高� （単位：千円）

区　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10 年超 期間の定め

の無いもの
種類別
合　計

平
成
27
年
度

国 債 － － 844,525 － － 844,525
地方債 － － － － － －
社 債 299,770 1,210,935 719,403 － － 2,230,109
株 式 － － － － 461,717 461,717
外国証券 300,352 100,755 － － － 401,107
その他の証券 － 40,430 － 22,576 369,632 432,638
合 計 600,122 1,352,120 1,563,928 22,576 831,350 4,370,097

平
成
28
年
度

国 債 － － 676,390 － － 676,390
地方債 － － － － － －
社 債 200,000 1,609,152 614,172 － － 2,423,325
株 式 － － － － 436,684 436,684
外国証券 100,195 205,806 － － － 306,001
その他の証券 － 38,288 － 20,527 353,890 412,706
合 計 300,195 1,853,247 1,290,562 20,527 790,574 4,255,107

資 金 調 達

資 金 運 用

21．預金者別預金残高� （単位：千円 ,％）

種　　　目
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

個 人 21,207,228 80.1 20,945,740 80.0
法 人 5,268,543 19.9 5,249,218 20,0
一 般 法 人 4,902,996 18.5 4,874,130 18.6
金 融 機 関 348,682 1.3 348,598 1.3
公 金 16,865 0.1 26,490 0.1
合 計 26,475,772 100.0 26,194,959 100.0

23．定期預金の固定・変動金利別残高�（単位：千円 ,％）

区　　　分
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

固定金利定期預金 14,163,831 95.5 14,258,958 96.0
変動金利定期預金 661,431 4.5 587,255 4.0
そ の 他 － － － －
合 計 14,825,262 100.0 14,846,213 100.0
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26．貸出金種類別平均残高� （単位：千円 ,％）

科　　　目
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

割 引 手 形 335,689 1.9 315,508 1.7
手 形 貸 付 3,030,657 16.9 2,995,066 16.3
証 書 貸 付 13,450,498 75.2 13,951,402 76.1
当 座 貸 越 1,071,252 6.0 1,086,541 5.9
合 計 17,888,097 100.0 18,348,519 100.0

30．消費者ローン・住宅ローン残高�（単位：千円 ,％）

区　　　分
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

消費者ローン 488,903 10.8 528,519 10.3
住 宅 ロ ー ン 4,058,526 89.2 4,601,272 89.7
合 計 4,547,429 100.0 5,129,791 100.0

27．貸出金固定金利・変動金利別残高�（単位：千円 ,％）

区　　　分
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

固 定 金 利 9,196,534 51.4 9,134,863 47,6
変 動 金 利 8,689,616 48.6 10,063,988 52.4
合 計 17,886,150 100.0 19,198,851 100.0

29．貸出金使途別残高� （単位：千円 ,％）

区　　　分
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

運 転 資 金 8,329,937 67.0 7,853,722 60.7
設 備 資 金 4,099,185 33.0 5,094,121 39.3
合 計 12,429,122 100.0 12,947,843 100.0

31．貸倒引当金の内訳� （単位：千円）

項　　　目
平成 27年度 平成 28 年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一般貸倒引当金 37,098 △� 5,312 90,788 53,690
個別貸倒引当金 794,174 △�21,043 796,611 2,437
合 計 831,272 △�26,355 887,399 56,127

（注）�当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に
係る引当は行っておりません。

33．貸出金償却額� （単位：千円）

項　　　目 平成 27年度 平成 28 年度
貸 出 金 償 却 額 － －

32．貸出金および債務保証見返担保別残高�（単位：千円）
区　　　　　分 貸出金残高 債務保証見返額

当組合預金積金 27 年度 167,119 －
28 年度 164,587 －

有 価 証 券 27 年度 － －
28 年度 － －

動 産 27 年度 － －
28 年度 － －

不 動 産 27 年度 5,397,217 －
28 年度 6,499,184 －

信用保証協会
・ 信 用 保 険

27 年度 3,967,168 －
28 年度 3,619,979 －

保 証 27 年度 8,221,386 86,050
28 年度 8,535,430 60,438

信 用 27 年度 133,258 －
28 年度 379,670 －

合 計
27 年度 17,886,150 86,050
28 年度 19,198,851 60,438

28．貸出金業種別残高・構成比（単位：千円 ,％）
平成 27年度 平成 28 年度
金　額 構成比 金　額 構成比

製 造 業 1,414,302 7.9 1,486,499 7.7
農 業、 林 業 － － － －
漁 業 916 0.0 752 0.0
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － －
建 設 業 3,492,990 19.5 3,442,822 17.9
電気・ガス・熱供給・水道業 － － 405 0.0
情 報 通 信 業 12,304 0.1 41,103 0.2
運輸業、郵便業 504,124 2.8 577,915 3.0
卸売業、小売業 2,025,357 11.3 1,955,680 10.2
金融業、保険業 － － － －
不 動 産 業 2,519,015 14.1 2,587,308 13.5
物 品 賃 貸 業 6,870 0.0 206,000 1.1
学術研究、専門・技術サービス業 82,615 0.5 53,755 0.3
宿 泊 業 286,097 1.6 149,375 0.8
飲 食 業 478,012 2.7 494,808 2.6
生活関連サービス業、娯楽業 195,535 1.1 185,597 1.0
教育、学習支援業 － － － －
医 療、 福 祉 88,549 0.5 80,151 0.4
その他のサービス 1,069,839 6.0 1,052,243 5.5
その他の産業 － － － －
小 計 12,176,530 68.1 12,314,421 64.1
国・地方公共団体等 167,777 0.9 131,807 0.7
個人（住宅・消費・納税資金等） 5,541,842 31.0 6,752,622 35.2
合 計 17,886,150 100.0 19,198,851 100.0

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

34．リスク管理債権および同債権に対する保全額� （単位：千円 ,％）

区　　　　　　　　　　　　　　分 平成 27年度 平成 28 年度
リ ス ク 管 理 債 権 総 額 （Ａ） 2,055,143 1,979,503
破 綻 先 債 権 額 13,676 172,150
延 滞 債 権 額 2,016,176 1,784,515
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 1,048 0
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 24,243 22,838

担 保 ・ 保 証 等 （Ｂ） 1,220,838 1,144,565
貸 倒 引 当 金 （Ｃ） 798,758 796,894
保 全 額 合 計 （Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） 2,019,596 1,941,459
担 保・ 保 証 等、 引 当 金 に よ る 保 全 率 （Ｄ）／（Ａ） 98.27 98.07
貸 倒 引 当 金 引 当 率 （Ｃ）／（Ａ－Ｂ） 95.73 95.44

（注）１．�「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの
として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機
関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった
債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の
取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

２．�「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以
外の未収利息不計上貸出金です。

３．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。

４．�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

５．「担保・保証等（Ｂ）」は、「リスク管理債権総額（Ａ）」における自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

７．�「保全率（Ｄ）／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

８．�これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、
全てが損失となるものではありません。

35．金融再生法開示債権および同債権に対する保全額� （単位：千円 ,％）

区　　　　　　　　　　　　　　分 平成 27年度 平成 28 年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 423,419 340,795
危 険 債 権 1,635,586 1,644,279
要 管 理 債 権 25,291 22,838
不 良 債 権 計 （Ａ） 2,084,296 2,007,912
正 常 債 権 15,895,983 17,266,295
合 計 17,980,279 19,274,207
担 保 ・ 保 証 等 （Ｂ） 1,247,759 1,166,912
貸 倒 引 当 金 （Ｃ） 805,508 803,722
保 全 額 合 計 （Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） 2,053,267 1,970,634
担 保・ 保 証 等、 引 当 金 に よ る 保 全 率 （Ｄ）／（Ａ） 98.51 98.14
貸 倒 引 当 金 引 当 率 （Ｃ）／（Ａ－Ｂ） 96.29 95.56

（注）１．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権です。

２．�「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが
できない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

４．�「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の
債権です。

５．�「担保・保証等（Ｂ）」は「不良債権計（Ａ）」における自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の
合計額です。

６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

７．金額は決算後（償却後）の計数です。
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36．代理貸付残高の内訳� （単位：千円）

区　　　分 平成 27年度 平成 28 年度
全国信用協同組合連合会 － －
（株）商工組合中央金庫 － －
（株）日本政策金融公庫 184,949 142,170
（独）住宅金融支援機構 300,996 249,301
（独）福 祉 医 療 機 構 2,216 1,905
そ の 他 － －
合 計 488,162 393,378

そ の 他 業 務

平成 27年度　公庫・機構等別貸出残高構成比

37．内国為替取扱実績� （単位：百万円）

項　　　目
平成 27年度 平成 28 年度
件数 金額 件数 金額

送金
振込

他の金融機関向け 15,252 12,776 16,220 13,578
他の金融機関から 17,829 14,295 18,293 12,948

代 金
取 立

他の金融機関向け 335 206 194 80
他の金融機関から 203 160 101 179

40．公共債引受額

取扱いはありません。

38．外国為替取扱高

取扱いはありません。

41．公共債窓販実績

取扱いはありません。

39．外貨建資産残高

取扱いはありません。

42．当組合の子会社� （平成29年 3月末現在）

取扱いはありません。

●（独）福祉医療機構 0.5％

●（独）住宅金融支援機構 63.4％ ●日本政策金融公庫 36.1％




